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5．おわりに
1゜はじめに
地域経済の発展に関する理念の中に，産業開発以上に環境を重視すべき
であるという思想が広く主張されるようになったのは，日本ではおそらく
いわゆる４大公害裁判の審理が進展し，1967年に公害対策基本法が制定さ
れ，1971年に環境庁が設置きれた頃であろう。当時，そのテーマに関する
雑誌『ジュリスト』の臨時増刊号(1)があいついで発行された。また，筆者
の１人が所属する経済地理学会に結集していた当時の少壮気鋭の研究者た
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ちは，他分野の研究者やジャーナリストの執筆支援も得て，上のような問
題意識を汲み込んだ「日本列島その現実』という３部作をあいついで出
版した（奥田ほか（1971)，西川ほか（1972)，野口ほか（1972))。他方，
地方財政論から地域経済の研究に踏み込んでいた宮本（1973）も上のテー
マを扱った古典的著作といってよい。
しかし他方で，1969年に閣議決定された新全国総合開発計画は，依然と
して産業開発を至上命題として策定されたかのようにみえ，そうであれば
こそ1970年代前半期に日本の諸地域の現実を描き，あるべき姿を展望しよ
うとしたさまざまな分野の研究者たちは産業開発と環境問題をテーマとす
る研究に取り組んでいた。苫小牧東部大規模工業開発の実態を丹念に調査
した元島・庄司（編）（1980）も，そのような研究のひとつとして理解で
きる。
ところで，産業開発と環境との関連が大きな研究テーマとなっていた
1960～1970年代から約30年たった1997年に，当時の通商産業省と厚生省は
エコタウン事業を共同で開始した（外川，2000,pl61)。現在これは経済
産業省と環境省によって引き継がれ，エコタウン事業として承認を受ける
地域は日本全国各地で順次増え，2005年２月時点で23地域（市ないし都道
県）にのぼっている(2)。したがって，再び，環境と産業開発の関連が脚光
を浴びる時代になっているといえる。もちろん，その関連のありようはか
つてと異なっている。エコタウン事業とは，「地域の産業蓄積などを活か
した環境産業の振興を通じた地域振興，および地域の独自性を踏まえた廃
棄物の発生抑制・リサイクルの推進を通じた資源循環型経済社会の構築を
目的｣(3)としているからである。
エコタウン事業は，「地方自治体が，地域住民，地域産業と連携しつつ
取り組む先進的な環境調和型まちづくりを支援するもの｣(3)であり，事業
主体は地方自治体とされている。しかし，実際の「環境調和型まちづく
り」は，個々の住民や企業が意識的に取り組まない限り，進展しないこと
も明らかである。それゆえ，「環境と産業開発」に関わる現在の日本国内
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での重要な動きであるエコタウン事業を考察するとしても，地方自治体の
動向のみならず，実際に廃棄物のリデュース・リユース・リサイクルに，
住民や企業がどのように取り組んでいるか，その実態を明らかにする必要
がある。
この点で，北海道苫小牧における「苫小牧ゼロエミッションネットワー
ク」は，エコタウン事業推進地域として苫小牧市や北海道が承認されたこ
とを受けて結成されたものではないが，むしろエコタウン事業を相対化し
て考察できる材料を提供してくれるという意味で，きわめて興味深いもの
である。というのも，そもそもエコタウン事業は，「廃棄物をゼロにする
ことをめざすことで新しい資源循環型経済社会の構築をめざす構想である
｢ゼロ.エミッション構想」の推進が極めて重要となっている」（経済産業
省・環境省，2004,ｐｌ）という認識に基づいて推進されているからであ
る。ちなみに，北海道自体も2000年６月30日にエコタウン事業を承認され
ており，経済産業省エコタウン補助金を支給された施設の一つが苫小牧市
に設立された(4)。ただし，これは上記の「苫小牧ゼロエミッションネット
ワーク」との関係はない。
本稿の目的は，上のような問題意識から，「苫小牧ゼロエミッションネ
ットワーク」について紹介するとともに，そこから得られた知見をもとに
して，このような企業間連携が地域振興に寄与する可能性や「循環型社
会」という考え方を検討することにある。なお，「苫小牧ゼロエミッショ
ンネットワーク」とは，いわゆる誘致によって立地した諸企業が中心とな
って自主的に結成したものであり，「廃棄物ゼロ化（ゼロエミッション）
への取り組みを各社協力して進め，苫小牧エリアの循環型地域社会をめざ
した企業行動の一助とする」（苫小牧ゼロエミッションネットワーク，
2004,ｐｌ）ことを趣旨としている。自主的に形成された企業間連携が
｢循環型地域社会」の形成につながるとすれば画期的なことといえる。
「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」を理解するためには，苫小牧
における工業開発史の概略を把握しておく必要がある。それは，ネットワ
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－クに参加する企業の苫小牧立地の背景を知ることになるからであり，ネ
ットワークが目標として掲げている「循環型地域社会」への寄与が，苫小
牧市及びその周辺という地域スケールで可能なのか否かを考えるための材
料になるからである。そこで本論に入る前に，苫小牧市（1975,1976,
2001）を利用して(5)，次章ではこの都市の工業開発史を概観する。
本論部分のうち第３章では，ネットワークとしての活動を紹介する。そ
して第４章で，これに参加する各企業・事業所の概要および廃棄物処理に
関わる実践を叙述する(6)。そのための資料は，2004年７月と８月に行っ
た，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」に参加する諸企業へのヒヤ
リングとその際にいただいた諸資料，および現地観察などである。ネット
ワークの全体像は，発案者であり，事務局でもあるトヨタ自動車北海道
(株）でのヒヤリングに基づいているが，各社独自の廃棄物処理実践につ
いては，各社でのヒヤリングによる。
2．苫小牧の工業開発史
周知のように，苫小牧市は王子製紙の企業城下町として存立する時代が
長かった。現在でも，市の中心部に点在する諸施設が王子製紙あればこそ
建設されたものであり(7)，市の中心部に同社の工場が立地しているし，苫
小牧市経済への同社の貢献度も高いことなどから，苫小牧について語る際
に同社工場の存在に触れないわけにはいかない。苫小牧の工業開発は王子
製紙の工場立地によって始まったわけではないが，現在にいたるまで影響
を持っているという意味で，同社の工場立地から説き起こすのが順当であ
る。
王子製紙が苫小牧への製紙工場設立を公式に意思決定したのは1906年の
ことであり，操業開始は1910年である。苫小牧が選ばれた最大の理由は，
支笏湖から流れ出る千歳川の曝布を利用して工場操業のための電力エネル
ギーを確保できると見込んだからてあり，その電力を苫小牧まで送電する
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技術開発がなされたからであり，北海道炭礦鉄道による交通の便，安価で
十分に広い工場用地，そして豊富な工業用水と廃液を流しうる河川があっ
たからである。森林資源は北海道のほかの立地候補地と比べて質的にむし
ろ劣っていると判断されていた（苫小牧市，1975,ppl787-1828)。
王子製紙の主力工場建設とそのためのインフラ整備，さらに工場の操業
は，苫小牧に各種の産業や企業が立地し，発展するための基盤を形成し
た。土木建設業と運送業はいうまでもなく，そのほかに王子製紙の発電所
の余剰電力を利用する石灰工業や肥料工業，工場廃液を利用する染料工
業，製紙原料としての木材を加工する工業からの余波としての製材業，そ
して製紙工業のために必要な化学薬品を製造する工場などが立地した（苫
小牧市，1975,ppl828-l835)。
苫小牧にとって第２の重要な工業開発は，1943年に操業を開始した大日
本再生紙勇払工場（現在の日本製紙株式会社勇払工場）の立地である。
『苫小牧市史上巻』の記述だけでは，大日本再生紙がなぜ北海道を選ん
だのかその理由は分からないが，北海道の中で苫小牧勇払が選ばれた理由
は比較的鮮明に書かれている。それは，誘致を競った日本海側の石狩との
調停を，北海道長官として赴任したばかりの戸塚九一郎が，石狩港建設と
勇払工場立地とを同時並行して進め，将来，勇払にも港を造成し，石狩港
と運河で結び両方をあわせて－大工業地帯にするという調停案を出したこ
とによっている。また，大日本再製紙の親会社に相当する国策パルプの副
社長が，王子製紙苫小牧工場の技師長を務めたことのある人物であり，こ
の人が勇払を強力に推したからである（苫小牧市，1975,ppl853-1858)。
したがって，北海道への立地という点で，何がしかの経済合理性が考慮き
れていたではあろうが，北海道の中でなぜ苫小牧勇払なのか，という点で
経済合理性はさほど重視されなかったことになる。しいてあげれば，鉄道
の便があったということしかない。むしろ，北海道庁としてすでに1941年
には石狩港建設を決定しており，苫小牧と石狩の開発バランスを取るとい
う政治的理由の故に，大日本再生紙の工場立地点として苫小牧市勇払が選
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ばれたと言わざるを得ない。
しかし，道庁長官の下に組織されていた北海道工業振興委員会が，総合
工業地帯の建設を1938年に決議していたし，これをうけて道庁土木部では
｢勇払工業港修築計画書」を1939年に策定していた。これらは結局，当時
の情勢と財政のゆえに実現しなかったが，第二次世界大戦後，類似の構想
が浮上し，現在の苫小牧西港建設と工業用地整備へといたった。すでに
1950年代に苫小牧市と北海道の２つのレベルで苫小牧港の建設案が策定さ
れたが，その実現へと前進したのは，国の力があったからである（苫小牧
市，1976,Ppl420-1452)。
1950年に北海道開発法が制定され，これに基づいて北海道開発庁が設立
された。同庁は北海道開発計画を策定し，その実行を推進する機関であ
る。そこで同庁は1952年に「第１期北海道総合開発計画」を策定し，この
枠組みのもとで苫小牧工業港造成計画概要を発表し，各種調査ののち1957
年に「苫小牧臨海工業地帯造成計画の構想」を発表した。そして，実際に
港湾を開発する第３セクター企業として，苫小牧港開発株式会社が同年に
設立され，港湾の建設とその周囲での工業団地整備が進められた（苫小牧
港開発株式会社，1980,ppl9-40)。苫小牧港が開港したのは1963年であ
る。
1963年は「第２期北海道総合開発計画」がスタートした年でもある。そ
の前年の1962年には全国総合開発計画が策定され，新産業都市建設促進法
が成立した。北海道では道央地区が新産業都市として1964年に指定され，
そのなかで苫小牧は臨海工業開発の拠点として位置づけられた。すなわ
ち，鉄鋼業，石油精製業，石油化学工業，非鉄金属工業，石炭製品製造
業，火力発電所などの基礎素材型工業の立地が期待された。それは「第１
期北海道総合開発計画」のもとで，北海道で最大の港湾(8)が建設され，臨
港工業団地としての用地が整備されたからである（苫小牧市，1975,pp
l878-l879)。
結果的には，出光興産と北海道電力の進出が比較的早く決まったし，
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1967年に日本軽金属の立地も公式に決定されたが，最も期待された鉄鋼業
の誘致は断念された。いうまでもなく，日本軽金属はアルミニウムのメー
カーであり，苫小牧にはボーキサイトからアルミナを生産し，これからさ
らにアルミニウムを生産する大規模な一貫工場の建設をもくろんだ。しか
し，そのためには安価な電力調達が不可欠であり，結果的に重油を燃料と
して用いる共同火力発電所（株）を，北海道電力と日本軽金属の折半出資
によって設立した。日本軽金属が苫小牧を選んだのは，静岡県清水工場で
の拡充が，公害の社会問題化という当時の日本の一般的動向を受けて難し
くなったことと関係している。苫小牧のほかにも大規模一貫工場の立地候
補地はあったが，それらと比べていかなる点で苫小牧が有利であったの
か，『苫小牧市史」の記述の限りではわからない（苫小牧市，2001,pp
481-489)。
将来的にはアルミニウム加工まで手がけることも視野に入れられていた
こともあって，日本軽金属が取得した用地は広大である。掘り込み港湾と
して建設された苫小牧港（現在の苫小牧西港）をはさんで南側には出光興
産と共同火力発電所が，北側には日本軽金属が位置し，港湾の最奥部は勇
払に立地する日本製紙（かつての大日本再生紙，戦後，国策パルプとな
り，さらに日本製紙となる）工場の敷地に接しており，チップヤードとし
て機能している。まさしく，苫小牧港臨港工業団地は，王子製紙以外の新
たな大企業の立地に好適な港湾として機能する用途パターンを呈したので
ある。
ところが，苫小牧臨港工業団地に工場が建設され始めたばかりの1968年
に，つまり工業団地のすべての用地が販売されていたわけでない時期に，
北海道開発庁は「第３期北海道総合開発計画」の策定を開始し，翌1969年
９月に計画案が北海道総合開発委員会で決定されて同委員会から道知事に
答申され，1970年７月に閣議決定された。これはもちろん，1969年に閣議
決定された新全国総合開発計画の枠組みの中にあるものである。そして
｢第３期北海道総合開発計画」で最重視された具体的な計画は，建設途上
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の苫小牧港臨港工業団地とは別に，苫小牧市，厚真町，鵡川町にまたがる
地域に，苫小牧東部大規模工業基地を開発することだった。いわゆる苫東
開発である。これは，北海道開発庁と北海道とによって組織された「苫小
牧東部大規模工業基地開発委員会」によって「苫小牧東部大規模工業基地
開発基本計画」として策定され，1971年に道開発審議会によって決定され
た。苫東開発は，すでに開発された苫小牧港とは別に，そこから東に約
15kｍ離れた場所に大規模港湾を開発し，その周囲一帯に6,300ｈａの工業
用地を開発し，主として基礎素材型を中心として自動車工業の立地も図ろ
うとするものだった。全開発面積は9,800ｈａが予定された（苫小牧市，
2001,pp496-498)。その開発のために，国（北海道東北開発公庫)，北海
道，関係市町村，民間の出資からなる第３セクターとしての苫小牧東部開
発株式会社が，1972年に設立された（苫小牧市，2001,pl599)。なお，
この会社は長期債務の累積のために経営破綻し，その土地資産は国，道，
民間の出資によって1999年に設立された新会社（株）苫東に引き継がれて
いる（苫小牧市，2001,pl636-l641)。
結果的に，北海道電力の苫東厚真発電所（石炭火力)，石油備蓄基地と
しての北海道石油共同備蓄株式会社と苫小牧東部石油備蓄株式会社とが，
そして苫東コールセンターが1970年代末から1980年代初めにかけて立地し
た。石炭火力発電所の燃料として道内産の石炭利用が期待されたのに対し
て，コールセンターは外国からの輸入石炭の中継基地であり，必ずしも密
接な関係が両者の間にあるわけではない。いずれにせよ，これらの立地の
理由は，いわば国策の故であり，道内産炭地域振興のためである（苫小牧
市，2001,pp496-498)。これに対して1981年に公式に苫東への進出を意
思決定したいすぎ自動車の立地選定理由は，苫小牧市（2001,pp579-
580）に引用されている同社社長の記者会見要旨の限りでは，明,快でない。
強いてあげれば，そこに安価な工業用地があり，インフラも整備されるこ
とが確実であり，将来の大規模な自動車組立工場の建設用地として期待で
きるからである，と解釈できる。いすず自動車北海道工場の操業は1984年
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に開始された。
上記のほかにも1980年代に苫東に立地を意思決定した製造企業はある
が，いずれも80年代末から90年代初めにかけての立地である。苫東は，開
発されたまま立地する企業のない用地が広大に残る状況が今日まで続いて
いる。その一方で1983年にいわゆるテクノポリス法が成立すると，指定地
域となるための運動が苫小牧市や千歳市を中心として繰り広げられた。こ
れは北海道開発庁や北海道の主導になるものではない。結果的に1989年に
なってようやく道央テクノポリスとして上記２市に恵庭市と早来町を加え
た３市１町が指定された。このテクノポリス開発計画の枠組みの下で，新
千歳空港に比較的近い開発済みの柏原工業用地が臨空工業団地として位置
づけられ，そこにテクノプラザセンターを建設することが1995年に決定さ
れた（苫小牧市，2001,ppl66-174)。これは，中小企業の研究開発を支
援するとともに産学交流の拠点となるべきものであり，苫小牧市によって
設立された「苫小牧市テクノセンター」として1998年にオープンした(9)。
そこには，３市１町によって設立された（財）道央産業技術振興機構が入
居している。また，柏原工業用地には1990年代に入ってから自動車部品工
業のダイナックスを初め，いくつかの製造企業が立地した。その中には，
｢はじめに」で触れた北海道によるエコタウン事業の一つ，家電製品リサ
イクル工場の北海道エコリサイクルシステムズ（株）もある('0)。
苫東への企業立地があまり進展しない一方で，苫東の港湾開発後，苫小
牧西港と名を変えたかっての苫小牧港の臨港工業団地すなわち苫小牧西部
工業団地では，立地を中止する企業や撤退する企業，あるいは事業所の機
能転換を進める企業がある一方で，大きな工場立地も進んだ。立地中止企
業と撤退企業については，ここでは言及しない。事業所の機能転換という
点で最も大きなものは日本軽金属である。1970年代の２度にわたる石油危
機のゆえに電力コストが上昇し，日本国内でのアルミニウム精錬が経済的
に引き合わなくなったため，1985年には精錬を，1986年にはアルミナの製
造を停止した。日本軽金属の事業所用地には，アルミ加工のための子会社
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たる日軽北海道株式会社や，住宅建材メーカーの新日軽などが事業を営ん
でいる。加工されたアルミの主たる用途は時期によって変化してきたが，
近年では自動車部品が最も重要になっている('1)。また，硫酸製造を目的
に苫小牧西港の南側に1970年代初めに立地した苫小牧ケミカル（株）は，
同様に石油危機によるコスト高騰の影響を受けて，1984年に産業廃棄物処
理業に事業転換した(12)。これら２社ほどの大きな機能転換ではないが，
電炉による鋼塊製造のために1971年に立地した清水鋼鐵（株）は，1975年
に，鋼を圧延して建築用鋼材を製造する製鋼一貫工場となった('3)。同社
はもともと千葉県浦安市に立地する鉄鋼商社である。苫小牧に立地した場
所は，西港に面するところではなく，苫小牧ケミカルよりも南東の太平洋
側に面した用地である。
他方，最も重要な新規工場立地は，1992年のトヨタ自動車北海道（株）
の進出である。苫小牧市（2001,pp545-547）には同社の立地選定理由に
関する記述はない。われわれが2002年３月に行った同社の取締役からのヒ
ヤリングによれば，労働力の確保が可能なことと広大な工業用地がすでに
あったからだとのことである。当時，部品メーカーへの影響を考えると愛
知県での新規立地はもはや不可能であるとトヨタ自動車（株）は判断して
いた。トヨタ自動車北海道（株）が立地したのは，苫小牧西港の南側，苫
小牧ケミカルと日本製紙のチップヤードに挟まれた場所であり，敷地面積
は９８ｈａに上る。
以上，苫小牧の工業立地の歴史の概略を見てきた。苫小牧が立地点とし
て選ばれた理由や経緯はさまざまである。開発された工業用地の広大さに
比べて立地した企業はわずかである。しかし，かつてのいわば製紙工業一
辺倒とでもいうべき工業構成から，比較的多様な工業構成に大きく変化し
たし，製造業事業所数が1960年代以前と比べるならば飛躍的に増えたこと
も事実である。その結果として，近年では，苫小牧工業は製紙工業と自動
車工業の２本柱によって支えられるという構造になっている。苫小牧最大
の企業は，従業者数という観点からするならば，もはや王子製紙ではなく
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トヨタ自動車社北海道（株）である（苫小牧市経済部企業誘致振興室，
2003)。産業中分類でみても，企業数が少数のため秘匿項目があるのでダ
イレクトな比較はできないが，苫小牧市における自動車工業と製紙工業と
は，製造品出荷額でほぼ相並んでいるし，就業者数はむしろ自動車工業の
方が多いと推定される（苫小牧市企画調整部企画課統計係う2003)。
3．「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の結成とその活動
本稿で詳述する「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」に参加する企
業等については，前章ですべて言及した。このネットワークは，トヨタ自
動車北海道（株）の提唱によって，2001年９月に結成されたものであ
る('4)。会員として参加している企業は同社のほかに，いすぎエンジン製
造北海道（株)('5)，出光興産（株）北海道製油所，清水鋼鐵（株）苫小牧
製鋼所，（株）ダイナックス('6)，苫小牧ケミカル（株)，日本軽金属（株）
苫小牧製造所，日本製紙（株）勇払工場，合計８社（事業所）であり，そ
のほかにアドバイザーとして（財）道央産業技術振興機構が関わってい
る。
「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の結成を発案したのは，トヨ
タ自動車北海道（株）の役員である。このアイデアに基づいて，同社が直
接知っていた近隣企業に2001年７月から順番に声をかけるという方法を通
じて結成された。当初，ネットワークは廃棄物に限らず環境全般に関わる
意見交換・相互学習の場として考えられたが，それでは漠然としすぎると
いう意見が出され，そこで廃棄物ゼロ化のための取り組みに焦点を絞る連
携活動となった。
具体的には，参加各企業が抱えている廃棄物処理の問題とこれへの対処
の仕方を各社の現場で報告しあうというもので，初年度と第２年度は月１
回，第３年度は２ヶ月に１回，第４期の2004年度は３ヶ月に１回の頻度で
研究会が開かれてきた。出席者は各社とも課長クラスなどを加えた廃棄物
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処理担当者２～４名であり，年度末には参加企業（事業所）の社長・所長
からなる代表者会議が開かれ，ここで当該年度の活動が総括されている。
そのほかに，廃棄物処理で先進的試みを行っている企業を視察している。
しかしそれだけでなく，ネットワークの取り組みをネットワーク外部に
対して情報発信する活動もなされている。これは循環型地域社会形成の機
運を醸成しうるという意味をもつ。情報発信は，北海道新聞や苫小牧民報
などの地元新聞による報道と，ロータリークラブなどでの講演や学会など
での報告という手段がとられている。
ゼロエミッションという概念を，ネットワークは埋立廃棄物ゼロ化と定
義している。またゼロ化とは，廃棄物のうち埋め立てられるものを５％以
下にすることを意味する。しかし，後述するように，発案者のトヨタ自動
車北海道（株）は，ネットワーク結成以前にそれを達成していた。そこで
ネットワークとしての活動は，単に埋立廃棄物ゼロ化にとどまるのではな
く，それ以上の廃棄物処理実践をめざしている。
具体的な研究テーマとしてネットワークが取上げたものは，2004年３月
末時点で39件に上る。個々のテーマは会員企業が個別に抱えているもの
で，それらを大きく分類すれば，次の８種類の廃棄物になる。
①汚泥（研磨カス，黒鉛カス，排水等）９件
②廃液（切削柚，廃アルカリ等）７件
③ガラス屑２件
④鉱檸（鋼痒，耐火物屑）２件
⑤廃ﾌﾟラ２件
⑥ダスト２件
⑦その他（電線屑，樹脂プレス端材，ガラス繊維，焼却灰，紙類，
アルカリ洗浄液等）７件
⑧一般（埋立廃棄物，グリーン調達，飲料容器，生ゴミ，廃蛍光
灯等）８件
３９件のテーマのうち2003年２月時点までに33件がネットワークの会合で
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課題として提示されており，そのうち20件が処理の方式を確立し，実施済
みとなっていた。その後，2004年３月末までに新たに６件のテーマが提示
され，合計39件となっていた。この期間に実際に技術が確立して処理が始
まったテーマが11件ある。したがって，2004年３月までに案件として残っ
ていたのは８件である。８件のうち，テスト・調査中のものが５件，技術
的目処がたったテーマは３件ある。
テスト・調査中の案件は難しい課題とみなせる。具体的には，①廃水処
理汚泥，②鋳造工程で発生する作動油混入廃液（作動油十雛型材）処理，
③ダスト処理，④ガラス繊維（保温材)，⑤工場内可燃廃棄物（紙）など
となっているが，これらがなぜ技術的目処がたつところまで到達しにくい
課題なのかを理解するためには，その廃棄物が当該工場のどのような生産
プロセスの途上で排出されるもので，具体的にどのような材質であり，ど
のような形状なのかを実地に見て，説明を受ける必要がある。今回の我々
の調査は，そこまで及ばなかったが，おそらく，後述の製紙工場における
排水処理は，2004年夏時点でそのような難しい課題のひとつだったものと
思われる。しかし，これの処理方法についての研究開発は進みつつある。
訪問した企業から直接うかがった事例のなかから，上記の困難な課題の
一例を示しておく。５番目に挙げた工場内可燃廃棄物（紙）は，ダイナッ
クスの主要製品である自動車部品たるオートマチックトランスミッション
のための摩擦材である。この摩擦材の素材は紙であり，フェノール樹脂を
紙にコーティングして特殊加工する。摩擦材として必要な形状はドーナツ
型である。したがって，特殊加工した板紙からその形状に型抜きをしなけ
ればならない。その結果，板紙の60％が端材として廃棄物となる。ドーナ
ツ状に型抜きする方法とは別の方法でドーナツ型の摩擦材を生産する方法
もあり，それを利用すれば紙の端材が減少する。しかし，これは特許の関
係で採用できない。紙ならば燃やせばよいと考えられるかもしれない。し
かし，摩擦材として利用するために樹脂を紙にしみこませてあるため，こ
れを燃やすと5,000kcalも熱がでる。普通の焼却炉は，炉が傷まないよ
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う，2,500kcal以下のものしか受け入れない。したがって，焼却廃棄物と
して処理できないという。
上の端材を粉砕して，発泡スチロールと混ぜて固形化し，細かくして加
熱成形すると暗渠用配管や下水管などの土木材料に使えることが分かって
いる。そこで同社は札幌市に立地するあるメーカーと協力して研究し，技
術的目処はすでに2003年２月以前にたてることができた。しかしこの方
法は，最終処分場に埋め立てる方法と比べてコストがかかりすぎるので，
実施されていない。ちなみに，埋め立てる場合には１トン当たり６千円の
コストですむが，土木材料にするためには札幌への輸送費も含めて２倍以
上のコストがかかる。
このように，ネットワークがあるからといって，その枠内だけで参加企
業は廃棄物処理の方法を前進させようとしているわけではなく，ネットワ
ークの外に位置する他企業との協力を模索することはある。それはダイナ
ックスだけに限らない。そしていかに埋立廃棄物ゼロ化という意味でのゼ
ロエミッションが望ましいといっても，そして埋立以外の方法での処理が
たとえ可能であったとしても，そのコストが埋立処理コストよりもかかる
のであれば，その代替的方法は選択されないということが分かる。この点
に，北海道は全般的に本州と比べて埋立処理コストが安いという特徴も作
用している('7)。とはいえ，ダイナックスは，ゼロエミッション化を諦め
ているわけではなく，摩擦材を粉砕して士木材の原料とするための研究に
取り組むなど，それに向けて努力していることも事実である。
ちなみに上記の紙端材を，苫小牧市は事業系一般廃棄物として取り扱
い，焼却処分してくれるが，千歳市は産業廃棄物扱いとしている。そのた
め千歳工場から排出される紙端材は埋め立て処理とならざるを得ない。本
来，廃棄物の種類の認定は道の権限に属しているので，窓口としての石狩
支庁に認定を依頼したが，種類の特定ができないという結論を道はくだし
た。その結果，同じ種類の廃棄物であるにもかかわらず，市によって扱い
が異なるという問題もある。
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以上のように，ネットワーク活動にもかかわらず依然として廃棄物とし
て処理せざるをえないものが残っている。しかし他方で，ネットワークと
しての活動が奏効し，成果を挙げた廃棄物処理もある。その事例を２つ紹
介する。ひとつは廃蛍光灯・廃乾電池の回収である。廃蛍光灯は，トヨタ
自動車北海道だけでも，６～９ヶ月間で２トン出る。従来，その処理は，
各社が独自に処理能力をもつ企業と，処理委託条件を個別に交渉し，個別
に輸送していた。それには高いコストがかかっていた。しかしネットワー
クに参加する企業のうち何社かが協力して共同で処理委託条件を交渉し，
共同で委託先まで輸送することによって処理コストが低下した。その成功
を知ってネットワークに参加する別の企業も加わり，さらに処理コストが
低下した。具体的には2003年１０月からいすず自動車エンジン製造北海道，
ダイナックス，トヨタ自動車北海道，日本製紙，日本軽金属５社が共同で
廃蛍光灯の収集運搬を日本通運に委託し，処理を野村興産イトムカ鉱業所
に委託している。2003年10月２日における５社の回収実績は，廃蛍光灯が
2,506kg，廃乾電池が254ｋｇに上った。
実はこの共同での廃蛍光灯・廃乾電池の処理はすでに2003年２月以前に
実施していた方式である。しかし，たとえ実施済みであったとしても，そ
こでとどまっていたのではなくさらなる改善が2003年度中になされたこと
にも注目しておきたい。それは，廃蛍光灯の保管容器を各工場で統一する
ことにより，回収時間を前回の40％減で実施できたという点である。これ
は，無駄な時間を節約することも目指す，いわゆるトヨタ生産方式の発想
からきているものと解釈できる。また，すでに述べたように，参加する企
業を増やすことによって規模の経済を追求したのも，2003年度になされた
改善として指摘できる。規模の経済の追求はさらに可能なので，ネットワ
ークに参加する企業・工場にとどまらず，例えば日本製紙白老工場も廃蛍
光灯・廃乾電池の回収に参加する予定となった。さらに，他企業と共同で
廃蛍光灯・廃乾電池の回収を実施するという方式は，トヨタ自動車の他工
場でも採用されるという波及効果があった。また，2003年度の方法で十分
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携 １３９ 
と認識されたのではなく，蛍光灯の大きさに応じた複数の保管容器の配備
や，収運トラックへの積み込み時間をさらに削減するためであろう，収運
トラックを低床車のものに切り替えるための交渉もなされた。
もちろん，この規模の経済は，輸送トラックの規模のゆえに無制限のも
のではあるまい。したがって，参加企業が増えれば増えるほどコストが下
がり続けるという性格のものではないと考えられる。適正規模がどの程度
なのかということは，企業にとっての研究課題となりうる。また，廃蛍光
灯の排出量は工場規模によって異なる。したがって，回収運搬の望ましい
頻度は，企業や工場によって異なる可能性がありうる。そうした差異を乗
り越えて協力するという姿勢と，協力したときに実際にコストが節減され
るという利益があるからこそ，廃蛍光灯の共同回収は成功したのだと解釈
できる。
ネットワーク活動の成功事例として，黒鉛（グラファイト）カスの再資
源化についても記しておく。黒鉛カスとは，トヨタ自動車北海道の主力製
品のひとつであるアルミホイールの製造時に排出される物質である。すな
わち，アルミホイールの鋳造金型に吹き付ける雛型剤が飛散したもので，
黒鉛を主成分とするスラッジである。同社ではその吹き付け量を低減させ
たり，飛散防止策を講じたりしてきたが，それでも年間100トン発生する
という状況にあり，コストをかけて焼却廃棄していた.
他方，メンバーの清水鋼鐵は，黒鉛を電炉の昇温材および成分調整材と
して購入していた。ネットワーク研究会で，清水鋼鐵がトヨタの現場で黒
鉛カスを確認し，黒鉛の代替物としてそれを利用できないかというアイデ
アが生まれた。黒鉛カスには水分が大量に含まれているし，それを含んだ
まま電炉に投入すると爆発を起こす危険J性があるので，水分除去の工夫が
必要だった。さまざまな実験を試みた結果，水分除去のための装置をトヨ
タ自動車北海道は内製することに成功した。またできるだけ黒鉛に近づけ
るために，水分を除去した黒鉛カスから黒鉛分だけをとりだすために電磁
マグネットを利用したが，電磁マグネットの吸着力の限界範囲内でそれを
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活用するための量的制限の工夫も行った。その結果，清水鋼鐵はトヨタ自
動車北海道で廃棄物として処理に困っていた黒鉛カスを，燃料としてかつ
ての黒鉛の購入に比べてはるかに安価に投入することに成功した。トヨタ
自動車北海道側でも，コストをかけて廃棄していたものを，安価とはいえ
売却することができた。廃棄物として処理する黒鉛カスの量も年間５０トン
に減少した。
この第２の成功事例はＡ・マーシャルが述べた意味での外部経済の好例
である。しかし我々としては，外部経済を内部化するためには，そのため
の社会的関係が両社の間に築かれていなければならないということに注目
したい。これは近年注目されている社会資本の事例に相当する。この社会
資本は「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」が結成され，研究会を重
ねることによってつくられたものであろうが，ネットワーク結成以前にす
でにその萌芽があった可能性もある。
以上のような活動を踏まえて，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク
第３期活動報告書」では次のような自己評価がなされている。
■案件の実施率が，2003年３月で20/35＝57.1％，2004年３月で31／
３９＝79.5％と，２０ポイント強，進捗率が上昇した。
■テスト・調査中の案件は，各企業特有の問題である。
我々として付言するならば，テスト･調査中の案件だけでなく，技術的
目途が立ったものであっても実施にまで至らない案件も含めて，それらの
課題解決のためには，ネットワークに参加する企業相互の情報交換，相互
学習だけで解決できるような類の問題ではない。しかし，ネットワークが
このような問題についてまったく無意味かといえばそうではない。
というのは，ネットワーク活動のひとつとして，ネットワークの外にあ
る，廃棄物処理に関する先進企業の視察を年にｌ～２回行っており，この
活動が，ネットワーク内部だけの相互学習で解決が難しい課題を研究する
ための糸口になりうるからである。ネットワークは，2003年度だけでも，
小樽や室蘭に立地する先進企業，合計７社の視察を行った。それ以前にも
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図２苫小牧ゼロエミッションネットワークによるゼロエミッション展開に関する概念図
対象の拡大
①プロセス・ゼロエミッション
個々の生産プロセスの改良
新たな生産プロセスの導入
③地域ゼロエミッシ
ョン
生産プロセスのみな
らず、消費・蓄積後
の廃棄物等について
も発生抑制・循環的
な利用を推進するシ
ステムの構築
手
法
の
拡
充
②ゼロエミッションネットワーク
複数の生産プロセスの連携による
物質の有効利用
出所：苫小牧ゼロエミッションネットワーク（2004,ｐｌ）
もちろん視察を行っている。そうした視察によって廃棄物処理に関する知
見が得られるし，自社の活動の展開にとって刺激となるという意見がネッ
トワーク事務局に寄せられているのである。視察は個別の企業だけで行う
よりも，ネットワークとして視察依頼をする方が，先進企業も受け入れや
すいとのことである。いうまでもなく，刺激はネットワークに参加する企
業相互間の情報交換からも得られる。そのような刺激を受けて，各社が独
自に研究するのだから，テスト・調査中の案件の課題解決にとってもネッ
トワークは有効なのである。ネットワークに参加することによって，ネッ
トワーク内部の先進企業からの刺激を受けて，ISOl4001の取得，ゼロエ
ミッション活動の開始グリーン調達活動など，企業としての環境政策が
進展したところもある。
しかし他方で，実際の課題解決が各社独自の研究に委ねられざるを得な
いし，新たな案件が提示されるという状況では次第になくなりつつあるの
で，ネットワークとしての会議開催頻度は減少せざるをえない。そのよう
な展開の中で，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」が掲げる「ゼロ
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エミッション拡大の概念」（図２）をどう実践するか，これが今後の大き
な課題となろう。苫小牧エリアの循環型地域社会をめざした企業行動の一
助とすることが，ネットワークの目標として掲げられているからである。
図２によれば，これまでのネットワークは，①プロセス・ゼロエミッシ
ョンの段階の活動を主としており，これに若干，②ゼロエミッションネッ
トワークの活動が加わっている，と評価することができる。ゼロエミッシ
ョンネットワークが苫小牧地域内でさらに拡大して③地域ゼロエミッショ
ンの段階に到達するかと問うならば，それは2004年夏時点でやや不透明と
いう感をまぬがれない。確かに，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」
の活動は，北海道新聞（2003年６月４日）や苫小牧民報（2003年５月１０
日，５月30日）などで報道されたし，ネットワークの会員企業からも地元
のロータリークラブや日本鋳造工学会，あるいはその他のセミナーなどで
広く知られるようになる兆しがあるし，そのための努力がなされてきてい
る。しかし他方で，ネットワークの活動を知った地元企業の中に参加した
いという希望をネットワーク事務局に出したところもあるが，既存参加企
業の中から，現在の参加企業の数がネットワークとしての活動に好適であ
るし，またすでに培った社会的関係の故にフランクに交流できるという意
見が出されたために，新メンバーの加入が見送られた。
それをもって直ちに「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」が閉鎖的
である，と断ずることは差し控えたい。むしろ，社会資本が，地域の中の
限定された企業にとっての社会資本から，地域全体の社会資本へと転化す
るための道筋を見出すことは，企業にとってだけでなく，一般的にも難し
いからである。社会資本という概念を理論的に考察したアメリカの社会学
者コールマン（2004,ｐ475）は，「ある種の行為を促進するために価値あ
る社会資本は，他の行為者にとっては役に立たなかったり，有害なことさ
えある」と述べるとともに，社会資本は公共財的側面を持っていることを
指摘し，かつ社会資本としての規範の発生にとってネットワークの閉鎖性
が有効であることも指摘している（コールマン,2004,pp493-499)。
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しかし，企業もまた，たとえ利潤追求の組織であるとはいえ社会的存在
である。「ゼロエミッション拡大の概念」に掲げられている第３段階にま
で進んでこそ，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」という組織が育
んだ社会資本が，このネットワークに参加する企業にとっての社会資本か
ら，地域全体にとっての公共財にまで高まることになろう。そうすれば，
｢苫小牧ゼロエミッションネットワーク」は循環型地域社会の構築に大き
く貢献できたということになろうし，そのことによって得る個々の企業や
苫小牧地域の社会的評判は，長期的に地域社会の発展にとってプラスの方
向に作用するだろう。
4．ネットワーク参加企業の環境政策実践
Ｍトヨタ自動車北海道（株）の環境政策実践
トヨタ自動車北海道（株）は1991年２月１８日にトヨタ自動車（株）の
100％子会社として設立された。主要製品はオートマチックトランスミッ
ション，４輪駆動車用トランスファー（動力を配分する道具)，高級車用
アルミホイールである。これらの製品のなかで最も古くから生産している
のは，1992年に生産を開始したアルミホイールである。トランスミッショ
ンは1993年から，トランスファーは1994年から生産を開始した。
トヨタ自動車北海道が本格的に環境政策を実践し始めるのは1997年以降
とみることができる。2000年度を目標とする環境政策に関する第１次中期
計画が1997年に策定されたからである。第１次中期計画は，象徴的に言え
ば埋立廃棄物ゼロ化をめざしたものと言えるが，同社の目標はそれだけに
とどまっていたわけではない。廃棄物原単位を1996年度比で60％以上削減
することや，地球温暖化防止のためにCO2排出原単位を96年度比で４％
以上削減することも目標として掲げていた。すなわちリデュースである。
環境マネジメントシステムを構築し，ISOl4001の認証を得ることも目標
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の一つだった。当時すでにISOl4001の認証取得は日本企業の中で活発化
しており，同社もそれに刺激されたものと思われる。実際に同社は，１９９９
年６月にそれを取得した。ゼロエミッションへの取り組み開始は，トヨタ
グループの中では後発だった。しかし廃棄物はトヨタグループのほかの会
社や事業所と比べれば少なく，取り組みやすい状況にあった。そして実
際，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」を結成する以前の2001年３
月に埋立廃棄物ゼロ化を達成していた。したがって，なぜ，単独でゼロエ
ミッションを達成できたにもかかわらず，地域企業との協力関係構築を試
みたのか，という疑問が浮かぶが，これについては後述する。ここでは，
同社独自の1998年以降における環境政策実践の概略を述べる。
同社はゼロエミッションを実現するために，特別な設備投資を行わなか
った。その一方で，その達成のための活動を通じて，全体として年間’千
万円以上のコストを節減できた。同社は当初ゼロエミッション活動を進め
るために，愛知県に立地するトヨタグループ各社・各事業所の方法を学習
して模倣しようとした。しかしそれは設備投資を伴う方法だったので，コ
ストのかからない同社独自の方法を追求する方向に転換した。その結果，
表１に示すように，1998年時点で年間249トンの埋立廃棄物が排出されて
いたのに対して，2001年には０トンになった。それを実現する方法は，発
生源で徹底的に分別することだった。これによって焼却可能な廃棄物と再
資源化可能な廃棄物とに分別できたのである。同社は，埋立廃棄物ゼロ化
は比較的容易だったと自己認識している。
廃棄物の再資源化，すなわちリサイクルの成功事例にも言及したい。そ
れは研磨カスの再資源化である。これの研究を開始してから実行にいたる
までに，約３年かかった。研磨カスは特に，アルミホイールの生産工程か
ら排出される。アルミホイールは，まずアルミニウムのインゴットを溶解
して鋳造し，これにエッジング仕上げを施して熱処理し，その上で切削加
工を施して製造する。その途上で，研磨カスが排出される。研磨カスの委
託先としてまず道外に３ヶ所，ついで道内５ヶ所を調査したが，結果とし
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表１トヨタ自動車北海道（株）の埋立廃棄物ゼロ化
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ＲＤＦｊ、
資料：『トヨタ自動車北海道株式会社環境報告書2002』ｐ・１０と同社への2004年７月に行ったヒ
ヤリングをもとに作成。
注：上記以外にショットかす，ラドル〈ず，清掃かす等が出るが，いずれも少量であり，シ
ョットかすはアルミの処理の中に，その他は廃プラや砥石ぐずと同様の処理が可能。
て委託できなかった。その後，ネットワークのメンバーである清水鋼鐵に
委託することが可能になった。研磨カスは，まず柚とカスとに分離する必
要がある。そのために他社の製造になる機械装置を55台導入した。油と分
離した研磨カスは社内の乾燥施設で乾燥させる。それを空いたドラム缶に
入れて，製鋼用原料として，ドラム缶ごと電炉に入れる。この方法で埋立
廃棄物のうち，最大重量を占めていた研磨カスの埋立ゼロ化を2001年３月
に達成し，現在も維持している。
同社が次にたてた目標は，焼却廃棄物の半減化である。これは第２次中
期計画の枠組みの中で目標とされた。第２次中期計画の取り組みの特徴は
３点ある。第１に重点指向である。焼却廃棄物の中で大きなものは汚泥と
廃油なので，この２つを重視する。第２に正確な実態把握である。どこか
らどんなものが出てくるか把握することを，それは意味する。第３に体制
づくりである。社内の各部署から７～８人を任命し，環境政策を推進する
社内プロジェクトを立ち上げた。その際に，近隣企業との連携を重視し
物質 発生工程 排出量1998年
排出量
2001年 再資源化の方法
研磨カス 機械加工 117ｔ ０ 乾燥・脱水後，製鋼メー
カーで溶解・鋳造
建築用棒鋼
鉛力ス 鋳造 6８ ０ 社外焼却後，セメント原
料
セメント原料
アルミ集塵ダスト 溶解 3３ ０ 製鋼用昇温剤･脱酸剤(ア
ルミの還元作用）に使用
製鋼用添加剤
廃プラスチック 工場全域 2６ ０ RDFの原料 Ｆ原料
砥石クズ 機械加工 ５ ０ 焼成・分級して耐火材料
の原料とする〈社外〉
製鋼用耐火材
合計 249 ０ 
１４６ 
表２トヨタ自動車北海道（株）の焼却廃棄物2002年度
峰f要
資料：2004年７月のヒヤリング
た。つまり「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」活動である。
ところで，焼却廃棄物の半減化は難しい課題であり，2004年夏時点でも
これに取り組んでいる段階だった。焼却廃棄物としては表２に掲げるよう
なものがある。生産の増大とともに，廃棄物の総量は増大するのが一般的
であるが，同社の生産量はこの間，アルミホイール，オートマチックトラ
ンスミッション，トランスファーのいずれをとっても増大してきたにもか
かわらず（トヨタ自動車北海道株式会社，2004)，焼却廃棄物発生量は
2000年度の約2,200トンから，2002年度の1,600トン，2004年度の1,100ト
ン（2004年７月時点での見込み）へと，着実に減少してきている。焼却廃
棄物の削減に成功しつつある理由は，①排水処理汚泥の脱水方法を改善
し，②黒鉛カスに混入する金属を分離し，③排水処理廃油を脱水機で分離
濃縮し，④工場廃油を油水分離徹底化を経て発生源にもどし，⑤作動油に
他の液体混入を防止するなど，さまざまな工夫によっている。廃油につい
ては遠心分離機にかけて，リデュース，リユースを進めている。かつては
１回使用すれば，その廃油は捨てていたが，現在は数回再利用している。
同社の環境政策実践については，上記以外にも注目すべきものがある
が，割愛する。ここでは，環境政策の実践全体に関する同社自身の認識の
中で注目すべきことを指摘する。同社は，ものづくりの能力向上をトヨタ
グループ内での学習によって実現できるが，廃棄物処理については近隣企
物質 量 比率
排水処理汚泥 700ｔ 43.8％ 
工場廃油 190 1１．９ 
排水処理廃油 170 1０．６ 
黒 鉛力ス １００ ６．３ 
その他 440 2７．５ 
合計 １．６００ 
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業との連携の方が重要である，と認識している。同社がゼロエミッション
を達成したにもかかわらず，近隣企業とのネットワークを構築したのは，
次のより高い目標である焼却廃棄物半減化を推進するためだったと理解す
ることができる。そして，前節で述べたように，黒鉛カスの処理をネット
ワーク活動で解決できたことに象徴されるように，確かに同社の期待した
効果をネットワークは発揮し，上記の目標が達成された。ここに，企業の
ゼロエミッション活動にとって地域が持つ意味を看取できる。
しかし他方で，焼却廃棄物の中で黒鉛カスは，量的に見れば相対的に少
ない。はるかに多くの排水処理汚泥や廃油がある。その処理は，必ずしも
苫小牧地域というコンパクトな空間スケールの中だけで解決できるもので
はないと思われる。実際，その一部は室蘭に立地する企業で再資源化され
ていると思われる。また，廃蛍光灯･廃乾電池の処理にもみられるように，
その最終処理を行うことのできる施設がたまたま北海道内にあるが，それ
はイトムカという苫小牧から道路距離で360kｍ以上離れた遠隔地にあ
る。高速道路を使わなければ８時間近く，使ったとしても６時間近くかか
る（｢北の道ナビ」という道路距離・時間検索のウェブサイトによる
http://www2.cerigo.』p/time/timehtm)。
したがって，数十年間の工業化の歴史のゆえに，苫小牧地域は廃棄物処
理，資源再生利用関連の企業を擁するという特性を持つにいたっている
が，ここですら地域内でのすべての処理は不可能に近いといわざるを得な
い。
4.2いすぎ自動車エンジン製造北海道（株）の環境政策実践
当社は，2002年にいすぎ自動車（株）の100％出資の子会社として設立
された。もともと，いすず自動車（株）は，将来的に乗用車組立工場を建
設すべ〈，苫小牧に広大な敷地を購入する契約を苫小牧東部開発（株）と
1981年に締結した（苫小牧市，2001,ｐ579)。しかし，いすず自動車
(株）は当面ディーゼルエンジン製造だけに限定して，1984年に北海道工
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場を設立した。この工場は，子会社化された後も現在にいたるまでその機
能を保持している。したがって，敷地内は遊休地となっている面積の方が
大きい。従業員数は当社の会社案内によると2003年12月で459名，2004年
３月31日現在で306名である。当社（当製造所）は1998年にISO14001を
取得した。
子会社化された当社が製造しているエンジンは，1.7′ディーゼルエン
ジン，1.7′半完成ディーゼルエンジン，3.2′Ｖ型６気筒ガソリンエンジ
ン，3.5′Ｖ型６気筒ガソリンエンジンである。このうち1.7′半完成ディ
ーゼルエンジンは，主としてポーランドに設立されたいすず自動車（株）
の子会社ISPOL社に輸出している。当社はそのほかに，シリンダーヘッ
ド（6.Ｍディーゼルエンジン用）とコネクチングヘッド（6.61ディーゼ
ルエンジン用）というエンジン部品も製造し，出荷している。いずれもす
べて輸出向けである。ポーランドへの輸出は苫小牧港から直接出荷してい
る。
エンジンのへツド部分は，軽くて錆びないという特徴のあるアルミニウ
ムを用いている。しかし，エンジン素材の多くは丈夫な鉄から構成されて
いる。アルミニウムはそのインゴットを700度で溶融して成形･加工し，サ
プライヤーから納入された部品とあわせてエンジンへと組み立てる。シリ
ンダーヘッドもアルミニウム製である。このような生産工程をもつ当社の
環境保護への工夫として重要なのは，生産排水処理施設である。鉄やアル
ミの切粉の処理，節電，節水，職場環境の改善活動なども重要である，と
当社は認識している。
当社の生産工程から排出される廃棄物の中で，特に切粉（切削に伴う金
属端材）と廃液が多かった。2000年度には埋立廃棄物が600トン出ていた。
当社がゼロエミッション運動を始めたのは2001年度である。「苫小牧ゼロ
エミッションネットワーク」の結成以前に開始したのか否か確認しなかっ
たが，2001年度末（2002年３月）で，1ヶ月あたり1トン，すなわち年間
換算で１２トンを下回るところまで縮減した。埋立廃棄物を大きく削減でき
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たのは，再利用と再使用をできるだけ行うようにしたからだとのことであ
るが，その工夫を可能にする当社独自の方法の開発の前段として，「苫小
牧ゼロエミッションネットワーク」活動を通じた学習効果が大きかったと
のことである。それは，次のような事』情から分かる。
廃棄物の中で60～70％を占めていたのは研磨カスである。これは冷却液
と混ざるため，重さも嵩も相当のものになった。研磨カスには，アルミニ
ウム，鉄，冷却液が混ざっているため，まずこれらを分離する必要があ
る。このうち，鉄の切粉には水をかけ，脱水して建築鋼材として利用可能
にする。これは，ネットワーク・メンバーの清水鋼鐵に売却する。アルミ
ニウムは廃水処理を施して沈殿させ，濾過して自社で利用する。研磨カス
に含まれている水分を搾り取るために，当社は独自に社内に改善チームを
作り，そのための機械「ドカンプレス」を開発した。この開発は2001年の
うちに実現した。埋立廃棄物が大きく削減できたのは，この開発のゆえで
あろうと推察される。開発に要した費用は人件費も含めて130万円程度で
済んだ。改善チームは現在も活動しているが，人数は10人くらいで，２年
前と比べて少なくなっている。
「ドカンプレス」による脱水方法を開発するにあたって，成分分析は清
水鋼鐵にゆだね，水分を少なくする方法を，当社独自に考案した。その際
にトヨタ自動車北海道のやり方が参考になった。トヨタ自動車北海道は加
熱による脱水方法を採用している。それは，同社が加熱源を豊富に持って
いるので可能なことである。しかし，いす蕊自動車北海道工場にはそれが
十分なかったので，プレスで水分を搾り取る方式を考案した。その結果，
単に研磨カスを商品化できただけでなく，リユースに十分に耐える液を取
りだすこともでき，液の購入代金を節約することにもつながった。かつて
は廃棄物処理業者にすべて委託して処理していたが，現在では違う。１９９０
年代に，６００トンの廃棄物を処理するのにかかっていたコストは数千万円
であり，これと比較すると，2003年時点でコストはその30％にまで減少し
ている。
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また当社は，アルミニウムのバリかすや不良品は回収して，アルミニウ
ム・インゴットにしている。これは本州に立地する他企業に委ねている。
さらに，工場から排出される古紙とプラスチックは，ＲＤＦ燃料として売
却している。
いすず自動車エンジン製造北海道は，ゼロエミッションネットワークが
地域内企業から構成されているので，相互のコミュニケーションにとって
壁がほとんどない，と認識している。
4.3清水鋼鐵（株）苫小牧製鋼所の環境政策実践
当社はもともと鉄鋼商社であり，本社は千葉県浦安市にある。本社には
製造機能がない。当社の苫小牧製鋼所は1971年に操業を開始した。建築用
鋼材，すなわちコンクリートの中に入る丸棒を製造している。製品のほぼ
100％が道内向けだったが，近年，アメリカや韓国にも輸出している。当
工場からの輸出製品には，丸棒だけでなく，鋼塊という半製品もある。当
工場から出荷される丸棒と鋼塊を合計すると，年間23万トンに達する。当
工場はISOl4001を2002年７月に取得した。，
電気炉製鋼技術を当社は持っていなかったが，それにもかかわらずこの
事業を始めることができたのは，かつて北海道にあった電気炉メーカー２
社のうち室蘭に立地していたｌ社が事業不振となり，ここから設備と人材
を受け入れて開始したことによる。その際に，設備メーカー，すなわち大
手製鉄企業の指導もあおいだ。そして1975年に製鋼圧延一貫工場となっ
た。1995年に新工場を敷地内に建設し，1996年から直流電気炉による連続
鋳造設備も稼動している。
当工場の製品の原料は鉄のスクラップである。道内では年間１００万トン
の鉄スクラップが発生しているとのことなので，当工場の利用はその約４
分の１を占めることになる。1トンのスクラップを溶かすのに必要な電気
は１時間当たり550キロワットになる。電気代は平日の昼間であれば１キ
ロワット当たり12円だが，２２時から午前８時まで､の夜間から早朝にかけて
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であれば４円になる。そこで当工場は，２１時から９時までの12時間と，土
日のみ電気炉を動かす操業形態をとっている。それでも電気代コストはき
わめて多額に上っている。
当社は名古屋に本社を置く鉄鋼商社と折半出資で，当工場敷地の隣に岡
谷スクラップセンターを設立した。岡谷スクラップセンターは，道内一円
から集まるスクラップが，当工場の原料として購入に値するものか否かを
判断する機能を持っている。同社は自動車解体も手がけており，ここから
発生するシュレッダーダストを，2002年12月より当工場の電気炉に原料と
して投入している。
電気炉にスクラップを投入する前に，スクラップバケットのなかにスク
ラップを入れる。１基のスクラップバケットには３６トンのスクラップが入
り，他方で電気炉には６０トン入るので，スクラップパケット1.6杯分のス
クラップを電気炉に投入することになる。電気炉にはまず３６トンのスクラ
ップを入れてある程度溶かし，減容する。そのあとでバケット0.6杯分，
すなわち２７トンのスクラップを電気炉に入れる。１基で合計６３トン投入す
る。
スクラップのなかには何が入っているか分からないので，成分調整が必
要である。銅，ニッケル，スズ，クロムなどの非鉄金属がどの程度含まれ
ているかを判断しなければならない。混入している銅の比率が高くなれば
なるほど，スクラップの品質が悪くなる。そこで，パケットにスクラップ
を入れる前に，スクラップヤードのなかをいくつかの部分に分けてスクラ
ップの品質に応じて分別保管し，成分調整を行えるようにしている。
製鋼工程からスラグが排出される。スラグはスクラップ゜１トン当たり
75ｋｇ出るので，１年間で23万トン×75kg＝17,250トン発生する。これ
は，スクラップの中に含まれているリンや硫黄を取り除くために石灰を投
入するからであり，スラグの主たる成分は石灰ということになる。このス
ラグを，当工場は敷地に余裕があったので所内で処理していたが，現在で
は，スラグから路盤材・還元剤・漁礁材・セメント骨材などとして再生利
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用する他企業に，当工場から排出されるスラグの70～80％を販売してい
る。
当工場から排出される廃棄物として，粉塵もある。これは，まず大型集
塵装置で回収する。粉塵は鉄酸化物と亜鉛酸化物であり，全体の36～37％
が亜鉛酸化物である。粉塵は特別管理廃棄物（特管物）であり，使いよう
がないものは埋立処分していた。以前は白老町の遮断型処分場で埋め立て
ていた（埋立処分コストはトン当たり２万円弱，回収まで頼むと＋1000円
かかった）が，2003年４月に規制が強化されたため，金属精錬所に頼らざ
るを得なくなった。そこで，粉塵を四国や九州に立地する金属精錬企業に
運び，亜鉛については回収している。粉塵の輸送は，産業廃棄物収集運搬
の免許を持つ大手輸送企業に委託している。当工場からは３～４ヶ月に１
回，千トン単位で輸送している。亜鉛の地金生産は日本国内で年間60万ト
ンにのぼり，このうち10万トンは電気炉メーカーから排出される粉塵によ
っていると言われている。亜鉛を回収した残りの粉塵の量は，８％にまで
減り，これは埋め立てられている。ちなみに，粉塵の発生量は生産量の２
％である。したがって，年間で23万トン×２％の4,600トン発生すること
になる。その30～40％は電気炉に戻しているので，これはいわばリユース
ないしリサイクル原料ということになる。金属精錬所に委ねるのは，残り
の60％，約2,800トンということになる。
当工場が実践している環境政策として，天然ガスの利用もあげられる。
鋼塊を圧延するところでは，1997年よりＪＡＰＥＸ('8)から天然ガスを購入
し，これを燃料として用いている。これは，温室効果ガスの排出量を削減
するためである。ＪＡＰＥＸが勇払油ガス田から採掘する天然ガスを民間企
業に直売できるようになったのを受けてのことであり，当社がその第１号
だった。
4.4（株）ダイナックスの環境政策実践
当社はアメリカの企業レイマックス（ＲＭ）社と大阪府に本社を置く自
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動車部品企業の（株）大金製作所（現在の（株）エクセデイ）が折半出資
して1973年に設立された企業，大金アール・エム（株）が前身である('9)。
大金製作所はもともと北海道に進出する予定があり，早〈に千歳市に土地
を確保していた。石油ショックのために進出をいったん断念したが，オー
トマチック車用部品を生産するために千歳工場を設立した。主力製品は，
前述したように，オートマチックトランスミッション用の摩擦材である。
これを生産する技術を大金製作所は持っていなかったのでＲＭ社と合弁
で当社を設立した。ちなみに，現在エクセデイはブレーキとマニュアル車
のクラッチを生産している。
2002年時点で，当社は国内で生産される摩擦材のうち60％のシェアを占
めた。全世界でみても，約30％のシェアを握っている。当社はほかにマニ
ュアル車用のシンクロナイザーリングを生産しているが，主力製品は摩擦
材であり，全生産量の90％をこれが占めている。摩擦材の生産は１ヶ月に
2,500万枚に達する。摩擦材は自動車メーカーごとに，さらに車種ごとに
紙の厚さ，大きさ，コーティングの仕方などが異なるので，１００種類以上
にも上る。大量生産ではあるが，多品種生産という側面も持っている。
当社は，ＲＭ社がもっていた技術を十分修得したこともあり，1987年に
同社との技術援助契約を解消し，さらに1989年に合弁契約を解消してエク
セデイの１００％子会社となった。1991年には現在の社名ダイナックスに変
更するとともに，苫小牧工場を立ち上げた。これはトヨタ自動車が北海道
に進出するよりも早かった。当社がISO14001を取得したのは2001年であ
る。
当社の環境政策のひとつとして我々が説明を受けたのは，電力エネルギ
ーの節約である。当社苫小牧工場では，2003年12月にオンサイト型の発電
施設を導入した。これはいわゆるコジェネレーションである。大阪に本社
のある．ジェネレーション発電所建設企業が，土地を貸してくれさえすれ
ばそこに発電所を建設し，メンテナンスも行うというビジネスを展開して
いる。この企業は，先物取引で非常に安価に重油を調達するノウハウを持
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っている。また，工場近くにオンサイト型発電所を建設するので，送電コ
ストがかからない。さらに．ジェネレーションでの発電なので，コストが
低くなるとみこまれた。
結果的に，．ジェネレーションなるが故に電力コストが安くなるという
ことは，当社の場合にはあてはまらなかった。オンサイト型発電所が小規
模なためである。しかし，廃熱を利用できるので，これまで工場で利用す
るための蒸気や温水供給のためのボイラーが不要になり，重油を独自に購
入する必要がなくなったので，トータルコストは安くなった。原油換算
で，電力は従来に比べて１年間につき２６Ｍ余分にコスト高となったが，
廃熱は逆に原油換算582k/分の利用となっている。これに加えて，送電
コストがかからないので146Ｍ分の節約となった。合計，差し引きして
年間702ｋ/分の原油を節約したことになる。これは，当工場のエネルギ
ーの削減率として20.1％に達し，炭素換算で1,951トン分のCO2の削減に
相当する。CO2削減率は34.8％になる。経営コストの観点からすれば，
年間約3,150万円分の節約に相当する。
当社は千歳工場でも，2002年度に北海道庁エネルギー促進大賞を受賞し
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ダ ス（株）表３ の廃棄物処理2003年度
資料 株）ダイナックス 供
品目名 発生量(t） 処理方法
廃鋼村 2９．８５７ 電気炉メーカーで棒材の原料として再生利用
廃塩酸 495 鉄鋼メーカーで鋼材の酸処理に使用
摩擦材（苫'1､牧工場） 470 苫小牧市の自家発電所で燃料として利用
廃油 130 再生業者が再生し，廃油ボイラーの燃料となる
廃う゜ フ 9９ ＲＤＦとして固形化し，ボイラーの燃料に使用
廃紙 5０ 再生用紙の原料
その他の可燃物 215 立地する市の処理場で燃焼処理
摩擦材（千歳工場） 1.010 埋立処理
汚泥 992 埋立処理
その他の不燃物 8９ 埋立処理
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た。それまでプロパンガスを使用していたのをＪＡＰＥＸの天然ガスに切り
替え，ソーラーパネルも活用して省エネを図ったことが評価されたからで
ある。そのために当社は，ＮＥＤＯ(２０)から１億円の補助金を受け，．ジェ
ネレーションの発電機を導入した。この施策によって，原油換算で１年間
に411k/，CO2を517トン（炭素換算）節減できた。エネルギー削減率は
7.4％，CO2削減率は16.3％に上った。
当社の廃棄物は，千歳工場も含めて，2003年度に33,407トン発生した。
そのうち，多くを占めるのは29,857トンの廃鋼材である。これは，商社を
通じて，ある電気炉メーカーで棒材原料として用いられている。近年では
中国に輸出されている可能性がある。廃塩酸は室蘭に立地する鉄鋼メーカ
ーで利用されているが，そこへの輸送費はダイナックスが負担している。
廃油の一部は，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」のメンバーであ
る苫小牧ケミカルによって処理されているが，この取引はネットワークが
結成される以前から行われている。埋立処理は，早来町に立地する民間企
業によってなされている。
4.5苫小牧ケミカル（株）の環境政策実践
当社は，図３にあるように，新日鉱グループに属する日鉱金属（株）の
子会社たる日鉱環境（株）の100％出資になる子会社である。日鉱環境
(株）はリサイクル事業の会社であり，その子会社としてほかに，日鉱敦
賀リサイクル（株)，日鉱三日市リサイクル（株)，神峯クリーンサービス
(株）がある。また，当社の事業に密接な連関を持つグループ企業工場と
して，日鉱金属佐賀関工場がある。
当社はもともと非鉄金属３社（日本鉱業，同和鉱業，三菱金属）の合弁
で1971年４月21日にスタートした企業である。札幌市内定山渓にある豊羽
鉱山の硫化鉄鉱を利用して，鉄ペレットと硫酸を製造していた。鉄ペレッ
トは道内に立地する鉄鋼メーカーに，硫酸は肥料製造用に道内一円に供給
していたが，２回のオイルショックとニクソンショックによって，国内で
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図３新日鉱グループにおける苫小牧ケミカル（株）の位置
新日蝕ホールディングｘ(株）
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日鉱環境(株
資料：苫小牧ケミカル（株）提供資料
の肥料製造が急減し，そのため硫酸需要も著しく減少した。鉄ペレットも
技術革新の故に不要となった。そこで1983年から1984年にかけて，主たる
事業を硫酸の製造から産業廃棄物処理に転換した。最盛期には120名の従
業員がいたが，2004年夏時点での従業員数は68名である。全国産業廃棄物
連合会から優良企業として表彰されたこともある。
産業廃棄物処理業の許可を，当社は1982年に取得した。特別管理産業廃
棄物５種類，普通産業廃棄物16種類を当社は扱っている，これらを扱える
許可は５年ごとに更新しなければならない。資源リサイクル，硫酸関連，
産業廃棄物処理の３つを柱としている。適正処理て･の完全無害化を行って
いる。マテリアルリサイクルとしては，セメント原料を生産するのが主と
なっている。
産業廃棄物処理業者としての当社の特徴は，第１に粗大なものを直接投
入できる大型ロータリーキルンを活用していることにある。これは直径
4.7メートル，長さ50メートルであり，国内最大のロータリーキルンであ
る。ちなみに室蘭の日鉄セメントのロータリーキルンも長さが50メートル
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と当社と同じだが，直径が４メートルである。当社のロータリーキルンで
焼却するための廃棄物投入口は大きいので，大型トラックのタイヤであっ
ても裁断せずにそのままキルンに投入できる。廃タイヤはロータリーキル
ンの補助燃料としてサーマルリサイクル活用するという側面も持つ。８５０
度以上の高温で焼却するのでダイオキシン発生の問題はない。ロータリー
キルンは硫化鉄の培焼工程で使われていたものである。したがって，ロー
タリーキルンヘの投資は事業転換に伴うサンクコストとならなかったと解
釈できる。
ロータリーキルンから発生する焼却灰は，セメント原料となる。これを
当社は室蘭に立地する企業に出荷しており，当社の事業の第２の特徴をな
している゜優良なセメント原料となるためには，焼却灰の中にある＿定比
率で鉄分が入っている必要がある。あらゆるものを無差別に燃やせばよい
というわけではなく，焼却灰の中の鉄分を一定比率に保つためには，焼却
廃棄物を調合する必要があり，したがって焼却の前に分別する必要があ
る｡この前処理に人手がかかる。ロータリーキルンでは，感染`性の医療系
廃棄物もこれを入れた容器丸ごと投入するが，注射針には鉄分が含まれて
いるし，タイヤ，化粧品，シリカ等々にも鉄分が入っているのでセメント
原料として適している。
当社の第３の特徴は，もともと硫化鉱を扱う設備だったので，塩化水素
(塩酸系）の耐蝕設備になっていることである。したがって，塩素系のも
のを処理できる。鉛やクロムなどの重金属を処理できるガス設備も持って
いる。いうなれば，産業廃棄物処理業者としての設備能力という点で，当
社は道内随一のクラスに属するとのことである。
当社は，携帯電話機やＯＡ機器などに用いられているプリント基板を
焼却して，貴金属を取り出すための￣工程を担っている。北海道でプリン
ト基板の焙焼設備を持っているのは当社だけである。廃棄されたＯＡ機
器はまず人手をかけて解体し，それをシュレッダーにかけて選別する。携
帯電話機やリチウム電池(21)も含めて，貴金属を含むものについては焙焼
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炉を用いて焼却処理し，これを日鉱金属佐賀関工場に輸送している。金，
銀，銅，白金の回収は佐賀関工場で行われている。日鉱金属佐賀関工場で
金属を取り出したあとの残りは，セメント原料となる。当社は関東以北か
ら排出されるＯＡ機器を1985年から扱っている。日本で使用される金の
40％は，こうしたリサイクルによって供給されている。リチウム電池の処
理は新しい技術だが，それ以外の金･銀･銅・白金などの回収技術は，１９７５
年頃までに確立されていた技術である。
当社が行っている新しい事業に，フロンの処理がある。フロンはガスで
あり産業廃棄物として扱われない。当社が扱うフロンは家電から排出され
るものだけである。2001年10月に家電リサイクルのフロン処理施設として
認可された。フロンを産廃との混焼で破壊している。また2001年に道の条
例が変わり，単純な埋立用産業廃棄物を道外から持ち込むことは依然とし
て禁止するが，７０％以上のリサイクルが可能なものについては道外から持
ち込んでもよいとなった。そこで，当社は許可を得た上で，産業用廃バッ
テリーを道外からも受け入れている。とはいえ，当社が処理する産業廃棄
物の90％は道内から出るものである。
輸送費が，産業廃棄物処理の全体的なコストの中で大きな意味を持つ。
処理コストよりも輸送費は高くつくことが多い。しかし，分別収集して輸
送することによって輸送費が安くなる。分別すれば，道内の例えば旭川や
釧路などに立地している企業でも産業廃棄物処理をやれる企業も出てきう
る。当社は，そのような企業ではできない処理を行えるというところに特
徴がある。
産業廃棄物処理企業として重要だと当社が認識していることについても
記しておきたい。まず指摘すべきことは，回収資源の品質保証をできるか
どうかである。これがしっかりしていることによって信頼が得られる，と
当社は認識している。そして，品質保証のためには優れた焼却設備を持つ
当社にとっても分別が重要である，と認識している(22)。
苫小牧ケミカルの廃棄物処理に関する認識に戻ろう。同社によれば，ゼ
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ロエミッションの活動にはレベルがあるという。選別すれば資源化できる
ものを引き出すことができるが，選別や資源化のために技術設備が必要な
場合がある。大企業ならばそうした設備投資を自社でやれるかもしれない
が，自力でそのような投資ができない企業は多数ある。ゼロエミッション
をやりたいが，コスト的にあわないのでやれないという企業が，当社にと
っての顧客となりうる。ただし，現実にはトヨタ自動車北海道もまた当社
にとっての顧客のひとつである。
産業廃棄物処理企業としては，政府による規制の変更に常に注目してい
なければならない，とのことである。何年後にどのような規制が強化され
るのか，ということを予想できれば，それに対応するためにはどうしたら
よいかという課題を研究できる。当社の場合，そうした情報収集を行って
分析するのは親会社である。
従来焼却していたものをマテリアルリサイクルできるのではないか，と
いう発想が社会的に広まってきている。これは当社のような企業にとっ
て，どちらかといえば逆風になる。実際，１０年前に比べて焼却処分する廃
棄物の量は半分くらいになっている。それには，かつて当社に処理委託さ
れていた廃家電が，近年ではかなり中国に流出していると見られ，当社に
入ってくる量が減っていることも関係している。焼却物が減少することは
社会的にみれば望ましいことであろうが，それを事業としてきた企業にと
っては問題を生み出すことにつながるという難しさがある。そのような状
況の中で，企業は単体でリサイクルを考えるべきでなく，市内や道内な
ど，地域の諸企業の信用のおけるところとつきあいながら，刺激しあいな
がらやっていきたい，という認識を当社はもっている。
4.6日本軽金属（株）苫小牧製造所の環境政策実践
苫小牧での当社は実質的には製造企業として事業を行っているのではな
く，これは敷地内に立地している当社の子会社，日軽北海道株式会社によ
って担われている。敷地内にはほかに，日軽グループの新日軽（株）苫小
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牧工場やその関連会社，（株）東海アルミ箔北海道，日本フルハーフの子
会社フルハーフ北海道（株）など８社が立地している。ISO14001を，
2003年９月に敷地全体（グループ会社を含む９社）で取得した。
前述のように，1985年にアルミ精錬を停止し，1986年にアルミナ製造も
停止した．その後，アルミ加工に転換し，1983年からアルミ鋳物を手がけ
ている。アルミ鋳物は，現在成長している事業である。これは自動車部
品，フェンス支柱，岸壁の鉄板（矢板）に使われる。矢板にアルミを使う
と腐食しないという有利さがある。アルミ鋳物とアルミ加工は，日軽北海
道（株）が行っている。当社が生産するアルミ加工品は，現在では自動車
部品が大半であるが，自動車メーカーへの直接納入ではなく，－次部品メ
ーカーに供給している。
当工場は，かつてアルミ缶の回収に力を入れていた。また，当工場から
排出される紙を王子製紙に，王子製紙で排出されるアルミ缶を当工場に，
というバーター取引をやっていたことがある。しかし，現在重点的にやっ
ているのは可燃ごみと電気利用の節減である。これら２つについては削減
率目標を立てて実施している。可燃ごみは主として事務所から出るもの
で，これは分別するだけで2001年度に比べ70％減少した。当工場の敷地内
にはさまざまな企業，事業所が立地しているので困難な側面もあるが，敷
地全体で，2001年度に比べて2004年５月には月次で可燃ごみが58％減少し
た。目標は43％に減らすことだったので，目標を達成したことになる。電
気便用量については，生産量の変化と連動するため，生産額当たりの使用
量を下げることを目指している。2002年度比で2004年４～６月には31％減
少した。
新日軽では住宅建材として断熱サッシを生産している。この製品のため
の原料の大半を占めるのはアルミではなく，合成樹脂である。ドアなどを
生産しており，断熱ということで寒冷地仕様だったが，関東などにむしろ
より多く売れるようになってきている。道内向けの製品はオール合成樹脂
であるが，道外向けの製品はアルミと合成樹脂を接合したものである。合
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成樹脂には，ハウスメーカーの要望で，木屑（廃材の有効利用）を10％混
ぜるなどして，さまざまな色に仕立てている。そのため建材の種類は30以
上になる。これらの合成樹脂の端材は再生処理しにくい。再利用というこ
とで水田のあぜ道などにモグラよけのためのあぜシートに変えて販売して
いる。
廃油の処理については苫小牧ケミカルに委ねている。アルミ鋳物は装置
産業なので，油圧装置などの機械に用いた廃油が必ず出てくる。表面処理
やアルマイト加工のために，硫酸やニッケルなども必ず出てくる。これら
は老化すると廃棄せざるを得ない。
4.7日本製紙（株）勇払工場の環境政策実践
当工場は，1940年に設立された大日本再生紙（株）の勇払工場として
1943年に操業を開始した。1945年に国策パルプエ業（株）と合併し，国策
パルプ・工業（株）勇払工場と改称した。その後，1972年に山陽パルプ
(株）との合併により山陽国策パルプ（株）勇払工場となり，1993年の十
条製紙（株）との合併で日本製紙（株）勇払工場となった。2001年に日本
製紙は大昭和製紙（株）と事業統合し，日本ユニパックホールディングが
設立され，2003年に完全合併した。当工場は1998年11月にISOl4001を取
得した。
当工場の製品のなかで最大量を占めるのは新聞用紙である。ほかに，上
級紙，塗工紙（光沢のある紙)，情報用紙（インクジェット用紙など)，特
殊紙（接着紙用原紙，飲料用カップなど）を生産している。これらのなか
でより古くから生産しているのは特殊紙や塗工紙（コート紙）である。
新聞用紙の生産工程は，大まかに言えば次のようになる。バージンパル
プの生産は，チップヤードにチップを運び入れ，これを蒸解釜でパルプに
する。この際に副産物として出てくるリグニンは黒液と呼ばれ，燃料とし
て利用される。古紙を原料としてインクや異物を取り除いて生産されたパ
ルプとともに抄紙工程に送り込む。当社で生産する新聞用紙のための原料
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の85％は古紙である。抄紙工程は一連のより細分化された工程から成り立
ち，全体として－台の大型の機械がそれを行う。ワイヤーパートプレス
パート，サイズプレス，キャレンダー，ブレードシューターなどの工程が
それである。サイズプレスでは，セルローズと同じ分子構造を持つ澱粉が
パルプの中に混入される。キャレンダーエ程では，紙の表面の凹凸をなく
す。これは用紙に印刷したときのインクの乗りの良さを左右するものであ
り，重要て､ある。坪量と呼ばれる一定面積当たりの用紙重量はかつて７０９
だったが，現在４０９と大幅に低下するという進歩があった。
上に記した中に，当社としての環境政策実践の一部が含まれると解釈で
きる。古紙のリサイクルは言うまでもない。重量が減るということは原料
使用料をリデュースすることを意味する。また，廃棄物としての黒液は当
社敷地内にあるボイラーに投入される。このボイラーで，必要な電力を当
社は100％自給できる能力を持っている。しかし，実際には電力の85％を
自給しているにすぎない。北海道電力が夜間の電力利用料金を安くしてお
り，これを購入しているからである。ボイラーに黒液を投入することは，
サーマルリサイクルとみなすことができる。これは1960年頃から実施され
ている。ボイラーから発生する蒸気は，抄紙工程での乾燥用に再利用され
ている。
当社の廃棄物で大量に埋立処理していたものは，パルプ製造工程から排
出されるペーパースラッジである。このなかには繊維部分，繊維でない部
分，再生できない部分が混在している。水を絞れば，そのカスは燃料とし
て利用できる。無機部分は石炭ボイラーから排出される燃焼灰と一緒にし
てセメント原料に利用できる。パルプ製造工程では石灰を使っているから
である。こうしてかつてはペーパースラッジをセメント原料にしていた
が，当工場はそれをやめて，現在，ペーパースラッジを固めて土木資材
｢エコロック2001｣，すなわち何らかの理由で地面に穴を掘ったところに埋
める資材にリサイクルしている。
かつて当工場は，ペーパースラッジを敷地内に埋め立てていた。その量
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は１ヶ月に600～800トンに上っていた。しかし，1996年に当時の社長の指
導で，ゼロデイスチャージ運動が開始され，1998年に策定した日本製紙の
環境憲章において，ペーパースラッジの排出は重量ベースで生産量の０１
％以下にすることを目標に掲げた。そこでセメント原料として利用した
が，セメント会社にさまざまなところから，セメント原料となる廃棄物が
集中するようになったので，当社は土木資材に転換した。他のセメント原
料との競合の中でペーパースラッジが需要され続けるかどうか不透明であ
り，石の代替物にすれば大量の需要があると考えたからである。造粒すれ
ばヤードにおいておけることも，「エコロック2001」のメリットである。
また造粒によって，石炭中の有害物質を閉じこめることもできる。これの
開発は2001年１２月に実現した。造粒機で，灰を水で練り，土木資材にす
る。灰は石炭灰とスラッジの燃えかすを合わせて１日100トン発生する。
ペーパースラッジから土木資材を生産できるようになったからといっ
て，すぐそれを販売できるようになったわけではない。土木資材として利
用されるためには，土木資材として利用されたことがあるという実績を示
すことが必要条件となる。その実績がないから売ることができない。売る
ことができないから実績を示すことができない，というジレンマがあっ
た。そこで，公的研究機関である独立行政法人北海道開発土木研究所に依
頼して，路盤材に使えるよう共同研究したり，研究員に学会で報告しても
らったりした。その上で，民間の駐車場などで実際に利用し，実績を作っ
た。そこにいたるまで，路盤材にするための機械を入れてから２年かかっ
た。
路盤材は輸送費がかかるので，利用するのは苫小牧Tl丁内である。路盤材
にしないで，一部は灰のままで販売する。路盤材として使うのは砂利採取
業者が多い。砂利を採取したあとに，その埋め立てに使われる。2001年に
路盤材の外販を始めて，2003年には１００％外販で処理できるようになっ
た。
当工場からの廃棄物で苫小牧市内の最終埋め立て場で処分されているの
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は生ごみだけであり，１ヶ月に０．８トンでしかない。そのほか，くず鉄な
ど，外部に金を払って処理しているものが１ヶ月に３０トンほどある。これ
は苫小牧ゼロエミッションネットワーク内部の協力だけでは処理できない
ものである。当社にとって，このネットワークでうまく処理できるように
なったものは，蛍光管と乾電池である。
バージンパルプのための樹木は，2008年に，植樹林から70％を調達する
ことを目指している。残りの30％は天然林からということになる。南アフ
リカのアカシアは，もともとイタリアなどでの皮なめし業が必要とするタ
ンニンを採取するために植林されていた。タンニンを採取したあとの木は
廃棄物となっていたが，これをパルプ用のチップとして利用している。南
アフリカでは，鉱山の坑木としても使われていた樹種である。チリやオー
ストラリアでは，アカシアやユーカリが，畑作という感覚で栽培されてい
る。伐採するまで約１０年間かかる。
廃棄物処理は，工場が立地する地域の特性を生かすということが重要で
あり，企業全体としてのノウハウよりも，工場単位でのノウハウのほうが
重要である，と当工場は認識している。例えば，他地域に立地している当
社工場の中にはペーパースラッジを炭化して製鉄所に保湿剤として売却し
ている工場もある。
当社が進めている環境政策に，クラフトパルブ製造工程から出る排水か
ら燃料用メタンガスを取り出すというプロジェクトがある。これは，経済
産業省の補助金を得て2003年度に始めたプロジェクトである。勇払工場で
は広葉樹を用い，岩国工場では広葉樹のみならず針葉樹も用いてクラフト
パルプを生産しているので，両方の樹種に適用できるメタンガス生産の実
証プラントである。まず勇払工場で進め，ついで岩国工場で進める。２００４
年10月にプラント建設が終了する。このプロジェクトを発想したのは勇払
工場である。勇払工場には排水の高度処理（生物処理）施設がなかったの
で，メタン発酵施設ができればよいと考えていた。メタンガスは熱源とし
て使う予定である。
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5．おわりに
ゼロエミッションとは，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の定
義によれば，廃棄物がゼロになることではなく，廃棄物全体の中で埋立廃
棄物が５％以下になることである。上の意味でのゼロエミッションがまだ
実現できていない企業もあるが，それに向かって各企業は努力し，1990年
代と比べるならばゼロエミッション化が大きく進展してきたことは確かで
ある。その進展に，ネットワークの結成と，そこでの学習が大きく貢献し
た企業もある。さらに，埋立廃棄物の「ゼロ化」にとどまらず，焼却廃棄
物の削減に成功している企業もある。したがって，「苫小牧ゼロエミッシ
ョンネットワーク」の活動は概ね成功していると評価できる。
成功の要因はいくつかあるだろうがそのひとつとして，ネットワークに
参加している諸企業のなかに，鉄・アルミニウムなどの端材や切粉そして
廃油や汚泥を排出する企業がある一方で，それらを原料として製造活動す
る企業や廃棄物処理を通じて資源を回収したり再生したりする側に立つ企
業もあるということ，つまり投入産出関係になりうる企業があることを指
摘できよう（図４)。そうした協力関係は，ネットワークが結成される以
前から存在していたが，ネットワーク活動によって新たに創出されたり強
化されたりした事例もある。また，廃棄物削減への取り組みの進展度に企
業によって差があることは事実であるが，先進的企業がネットワーク・メ
ンバーに対して，自社の情報を惜しみなく公開したということも成功の一
因であろう。
そうした成功要因の背景に次のような認識があることを特筆したい。す
なわち，トヨタ自動車北海道のように，企業グループの本拠地から遠く離
れている場合であっても，生産技術に関する学習は企業グループの中でな
しうるし，それによって能力を高めることが可能だが，廃棄物の処理につ
いてはむしろ，近隣に立地する企業との連携の方が重要だという認識であ
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図４苫小牧ゼロミッションネットワークの廃棄物処理のつながり
日本製紙勇払エ増
注：筆者らの実態調査に基づいて作成。なお，出光興産については未
調査のため，この図に含めていない。
る。また日本製紙勇払工場のように，全国各地に事業所を配置している企
業に属する工場が，廃棄物処理にとって重要なのはその立地する地域の特
性を生かすことであると認識していることも特筆したい。そうした認識こ
そ，産業開発と環境のかかわりを考える上で基礎となるべきであると我々
も考えるからである。
もちろん，埋立廃棄物ゼロ化の推進，さらに進んで焼却廃棄物の削減に
より，コスト削減を実現できるという個々の企業にとっての個別的利益
が，廃棄物削減を推進する原動力のひとつになっていることは指摘してお
く必要がある。そうしたコスト削減は，分別に基づくリユース，それゆえ
使用原料のリデュースなしにはありえない。また，資源再生という意味で
のリサイクルは，個別企業の枠内では実行しにくいが，それを進めること
によって，少なくとも廃棄物処理のコストが下がりうることも，リサイク
ル推進の動機のひとつとなろう。個別利害の追求が社会全体の利益につな
がりうるという意味で，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」と参加
企業の行動は，ホーケンほか（2001）の言うナチュラル・キャピタリズム
の好例であると評価できる。
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携１６７
ナチュラル・キャピタリズムとは，①資源生産性の向上による資源枯渇
の繰延・汚染の減少・雇用の増大，②原材料→製品→廃棄→再生原材料と
いうサイクルの完結（生物模倣)，③サービスとフローに基づく経済への
移行，そして④自然資本の維持と回復を意味する，とホーケンほか
(2001,pp38-53）は述べている。この４つの戦略のうち，第１の資源生
産性の向上すなわちコスト低減化への欲求により，資源の枯渇を繰り延
べ，汚染の減少に貢献する諸企業の実例がホーケンほか（2001）に示され
ている。「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」とこれに参加する諸企
業の実践はこのような意味をもつ，と評価できる。
ところで，廃棄物排出企業と処理企業とはもともと協力関係にあるが，
処理企業からすれば収入源である廃棄物を減少させる努力に協力すること
は，収入減をもたらしかねない。したがって，ネットワーク活動は一方に
おけるコスト削減，他方における収入減という，相反する利害関係を顕現
させかねない種をはらんでいたとみることができる。それにもかかわら
ず，ネットワークとしての協力関係が進展したのだから，個別利害の追求
が社会全体の利益につながりうるという観点でのみ「苫小牧ゼロエミッシ
ョンネットワーク」を評価してよいというわけではない。恐らく，参加各
企業が社会的責任ということを十分に自覚していたからこそ，ネットワー
ク活動は成功した，とみるべきなのであろう。
さらに，北海道のように埋立処理コストが相対的に低い場合には，リサ
イクルを推進しようとする動機が高まりにくい。この点で，いわばネット
ワークに参加することによって，リサイクルを推進すべきという倫理観が
参加企業個々の中に生まれたり高まったりするという効果も見過ごすこと
ができない。ネットワークの中での各社の相互学習，ネットワークを通じ
たネットワーク外の企業からの学習によって，各社は大きな刺激を受けて
いるからである。その刺激と学習を踏まえた独自の工夫により，従来より
もゼロエミッション化に向けた努力が成功した事例もある。また，廃棄物
を受け入れる側の企業で，より安価に投入物を確保できるようになった事
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例もある。それは例えば金属加工に伴う汚泥や研磨カスの処理などに見て
取ることができる。また，黒鉛カスの再資源化などで，ネットワークに参
加する企業の間に新たな投入産出関係が生まれた事例もある。さらに，個
別企業単独では廃蛍光灯や廃乾電池などの処理が難しかったり大きなコス
トがかかったりしていたが，連携することによってコストを大幅に下げた
事例もある。
しかし，ネットワーク活動によって，実際に廃棄物を大きく削減できた
という事業所ばかりでもない。最終的に，廃棄物の処理は個々の企業の努
力に委ねられざるを得ないことを示唆するような動きもある。さらに，
｢苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の活動が循環型地域社会の形成
に直結するとは限らない。循環型社会ではなく，循環型地域社会という概
念を「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」は用いているが，産業廃棄
物の再生利用という意味での循環や最終処理が，地域の中で完結している
わけではない。室蘭の日鉄セメント，イトムカの野村興産，大分の日鉱金
属佐賀関製錬所などに最終処理を委託せざるを得ない事例もある。逆に，
産業廃棄物を有効利用したり処理したりする企業の側から見れば，苫小牧
地域の内部だけから排出される廃棄物だけを受け入れているわけでもな
く，その取引関係ははるかに広域的である。そのことは，苫小牧地域で発
生する再生可能な資源だけで採算の合う資源再生産業・企業を起こせると
いうわけでもないということを示唆する。また，廃棄物から再生された物
質が農業や建設業などで利用されているが，再生資源の劣化等によってこ
こでの利用を終えたときに，それらはどのように取り扱われるのであろう
か。我々はそこまで明らかにしたわけではなく，この問題は今後の研究課
題として残る。
それにしても，循環型地域社会とはどういうことであろうか。環境省は
循環型社会という用語を用いており，地域という語句を付していない。循
環型社会とは何であり，これに地域という語句を付すとどのような意味が
加わるのか。ところで外川（2000,pl41）や吉田（2004,ｐ､4）は，日本
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政府が循環型社会をrecycling-basedsocietyあるいはrecyclebasedsoci‐
etyと英訳しているがゆえに，政府の認識が間違っていることを示唆して
いる。この点については，筆者らも同感である。そもそも，すべての物質
や熱が地球という枠組みの中で循環するわけではない以上，そう考えざる
を得ない。結局のところ，吉田（2004,pp3-4）が言うように，廃棄物は
リデュースし，リユースし，リサイクルし,それでも利用できないものは
適正処理するしかなく，この順番で廃棄物の処理と利用を考え，またそれ
に資するような生産方法を考えて実行し，もって人間生活の豊かさを向上
させることが循環型社会を構築するということであろう。また，できるだ
けホーケンらの言う生物模倣が実現してこそ，循環型社会といえるであろ
う。
それは，苫J､牧地域というスケーノレで可能か，と問うならば，否と答え
ざるを得ない。企業にとってその物的資源の発生地と廃棄物の最終処理地
が，苫小牧地域の中に収まらないからである。その認識の上に立って，地
域という語句を循環型社会に付すには，別の意味があると考えなければな
らない。その意味とは，循環型社会を形成するための実践を行うべく相互
に刺激を及ぼしあうのに好適な空間スケールという意味である。利潤追求
のための企業間関係ということではなく，循環型社会の形成に寄与するた
めの地域内企業間の連携が作り出されたという事実は重要である。しか
も，ネットワーク活動は個別企業の利益だけにとどまらず，社会資本の形
成につながる可能性もある。この意味で，地域振興に寄与しうる。しか
も，そのような社会資本が形成されているというイメージが広く抱かれる
ようになれば，そのイメージに引かれて，環境産業に限らず新たな産業立
地の可能性も大きくなる。地域振興という観点からすれば，良好なイメー
ジの形成を軽視できない。
それゆえ，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の活動が，苫小牧
というスケールの地域にとっての産業振興に直結するわけではないとして
も，地域振興にはつながりうるのである。しかしそのためには，「苫小牧
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ゼロエミッションネットワーク」の活動をいかにして地域内の他企業への
刺激にもつなげていくか，そしてそれを地域のイメージにまで育て上げる
か否かがが考慮されなければならない。この点で，このネットワークが他
企業に対して完全に開かれているわけではないことや，ネットワークとし
ての活動頻度が次第に小さくなりつつあることにも注意せざるを得ない。
付記：この研究を行うことができたのは，ひとえにわれわれの訪問を受け入れ
てくださった各企業のご厚意あればこそ，である。「苫小牧ゼロエミッション
ネットワーク」への紹介の労をとっていただいた苫小牧港開発株式会社の方々
も含めて，厚く感謝申し上げる。また，このような研究を開始するきっかけ
と，さまざまな情報提供を惜しまなかった毎日新聞社論説委員の今松英,悦氏に
も厚く御礼申し上げる。なお，本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金によ
る研究プロジェクト「経済開発と環境保全をめぐるアクター間の相互作用を通
じた地域振興に関する研究」（課題番号：16520492）の成果の一部である。
《注》
（１）No.458『特集公害事態・対策・法的課題』（1970)，およびNo.492
「特集環境公害問題と環境破壊」（1971)。
（２）環境省ホームページhttp://www・envgojp/recycle/ecotown／2005年
５月１０日閲覧。
（３）経済産業省ホームページ：http://www、etigojp/policy/recycle／
main/3r-policy/policy/ecotownhtml2005年５月10日閲覧。
（４）環境省「エコタウン事業の承認地区マップ平成17年２月現在･23地域」
参照。注(2)のウエブサイトからＰＤＦ資料として入手可能。
（５）本節の記述の典拠は，主として苫小牧市が編集発行した上の３冊の記述
に基づいている。
（６）2003年末に大規模な火災事故を起こしたばかりの出光興産（株）北海道
製油所の訪問は，復旧作業の故に多忙であると考え，訪問は差し控えた。
したがって，本稿では，同社独自の環境政策実践とネットワーク活動への
参加についての記述はない。
（７）ＪＲ北海道苫小牧駅の南に位置する苫小牧市中心部には，王子総合病院，
王子スポーツセンター，グランドホテルニュー王子，ホテルニュー王子な
どがある。いずれも王子製紙株式会社の出資になるものである。また市の
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携１７１
スポーツ施設白鳥アリーナは，王子製紙が所有地していた土地を土地交換
に寄付-を加えて王子製紙が苫小牧市に提供したがゆえに，現在地に建設さ
れたものである（苫小牧市，1976,pp984-986；苫小牧市，2001,ｐｐ６４０
‐648,pp903-907)。
（８）苫小牧港管理組合（2004）によれば，2003年において苫小牧港は，入港
船舶総トン数で全国第１０位であり，北海道のなかでは室蘭港が第20位でそ
れに続いている。出入り貨物取扱高でみると，苫小牧港は全国第４位，室
蘭港は全国第１５位で，同じく北海道の中で第１位と第２位を占めている。
（９）2004年７月に行った苫小牧市テクノセンターへのヒヤリングによる。
(10）2004年８月に行った同社社長へのヒヤリングによれば，（株）苫東がリ
サイクル関連の企業を誘致する活動を行い，その誘致企業の第１号として
同社の立地が決まったとのことである。ちなみに（株）苫東とは，苫東開
発のために1972年に設立された第３セクターの苫小牧東部開発株式会社が
破綻し，その後継事業体として1999年に新たに設立された企業である。や
はり第３セクターであり，資産管理会社としての性格が強い（日本経済新
聞1999年５月12日「道庁，あえて「火中の栗｣。苫東新会社社長に道幹
部｣，北海道新聞1999年８月１日～３日「｢苫東」再出発一新会社発足の課
題」などによる)。
(11）2004年７月の日本軽金属（株）苫小牧製造所でのヒヤリングによる。
(12）2004年７月の苫小牧ケミカル（株）でのヒヤリングによる。
(13）2004年７月の清水鋼鐵（株）苫小牧製造所でのヒヤリングによる。
(14）本章と次章での記述は，特に断らない限り，2004年７月と８月に行った
各企業でのヒヤリングと工場見学に基づいている。
(15）2002年にいすぎ自動車（株）の100％出資の子会社として設立された。
2004年７月の同社からのヒヤリングによる。
(16）（株）ダイナックスの本社は千歳市にあり，ヒヤリングによれば，同社
苫小牧工場だけがネットワークに関わっているわけではなく，千歳の本
社・工場も関わっている。
(17）苫小牧市に立地している産業廃棄物処理業者に，我々が2005年８月に行
ったヒヤリングによれば，産業廃棄物の埋立コストは，本州では１トン当
たり１万８千円から３万円かかるが，北海道では３千円から１万２千円で
すむとのことである。北海道での処分料が安いのは，土地に余裕があるか
らであろうが，廃棄物処理業者の中には不適正処理しているところがある
からでもあるというのが，我々がヒヤリングした廃棄物処理業者の考えで
ある。ちなみに，苫小牧市は事業系一般廃棄物を埋立処分するにせよ焼却
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処分するにせよ，1トンあたり4500円で受け入れている，と我々に話して
くれた企業もある。しかし他方で，本文に記した通り，埋立処理コストが
トン当たり２万円かかっていたとする企業もあり，この点，定かでない
が，それでも本州での相対的低コストの埋立処理に相当するので，北海道
では埋立コストが安いというのは，ほぼ確かであろう。ちなみに，千葉県
で産業廃棄物の不法投棄取り締まりに当たっていた石渡正佳は，管理型処
分場でトン当たり３万円と見積もっているので（石渡，2002,pl68)，こ
れと比べてトン当たり２万円は安い。なお，企業の中には，埋立処分場を
自社の敷地内に持っているところもあり，この場合，会計上の埋立処分コ
ストは発生しないことになる。
(１８）ＪＡＰＥＸとは，JapanesePetroleumExplorationCo・Ｌｔｄ,すなわち石
油資源開発株式会社のことである。国内外で石油資源の探鉱と開発に従事
してきた企業で，株式の50％近くを石油公団が所有し，残りは石油精製関
連の大手企業や金融機関，商社などが分散所有している。苫小牧では1961
年から探鉱活動を開始し，長年にわたる調査の末1989年に勇払泊・ガス田
から天然ガスの産出に成功した。1996年から主として天然ガスを本格的に
商業生産し，主として北海道ガス（株）に販売している。同社発行のパン
フレットならびにhttp://www・japexcojp/jp/company/outlinehtml
（2005年５月27日閲覧）を参照。
(19）（株）ダイナックスの成長については。森永（2004）の研究がある。
(20）ＮＥＤＯとは，NewEnergyandTechnologyDevelopmentOrganiza
tion,すなわち独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構のこと
である。産業技術とエネルギー・環境技術に関する研究開発を推進するた
めに国によって設置された。民間企業などに対して，研究開発補助金を出
している。http://www､nedogo・jp／（2005年５月27日閲覧）を参照。
(21）リチウム電池の処理を当社は1997年に開始した。
(22）リサイクルはかえって有害であるとさまざまなメディアを通じて問題提
起した武田邦彦は，その著書（武田，2000,pp216-218）で，分別せずに
焼却し，焼却灰を埋め立てて人工鉱山を作り，後の世代がそこから貴金属
などを回収する方がよいと主張している。この認識は，少なくとも，廃棄
物を処理し貴金属を回収することを業務とする企業の認識と異なるといわ
ざるを得ない。
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Inter-firmCollaborationTowardaLocalSoundMaterial-cycleSociety 
-Acaseofthe"TomakomaiZeroEmissionNetwork"inHokkaido,Japan－ 
KenjiYAMAMOTQEiichiroNISHIZAWA,andToshioMASUDA 
《Abstract》
Ｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｐａｐｅｒｉｓｔｏｄｅｐｉｃtaninter-firmcollaboration 
towardalocalsoundmaterial-cyclesocietyandtoexamineitspossibil‐ 
ityforpromotingregionaldevelopmentJapanesegovernmentlaunched 
"ＥｃｏＴｏｗｎＰｒｏｇｒａｍ'，ｉｎｌ９９７ｉｎｏｒｄｅｒｔｏ“promotelocaleconomic 
stimulationthroughfosteringenvironmentalbusinessesthatutilizethe 
strengthsoflocalindustries，andtocreateresource-recyclingsocio‐ 
economicsystemsbypromotinglocalapproachesforrecyclingand 
suppressingthegenerationofwaste・''1）TheMinistryofEconomy，
TradeandlndustryandtheMinistryoftheEnvironmentjointlyhave 
approved“ＥｃｏＴｏｗｎＰｌａｎｓ，，ofl3municipalitiesandlOprefecturesas 
ofFebruaryin2005・
Ontheotherhand,eightcompanies,whichhavebecometobelocated 
inTomakomai,HokkaidoinJapan,throughtheinvitingpolicybythe 
localauthorities，establishedacollaboratingnetworkforpromoting 
zero-emissionactivitiesinSeptember,2001．Theideaofthecollabora‐ 
tionstemsfromToyotaMotorHokkaido,Inc・Thiscompanyproposed
sevencompanieslocatedinitsvicinitytoestablishavoluntaryassocia‐ 
tionforresearchandcollaborationforenvironmentalproblems・Among
them，therearecompanieswhichengagethemselveswithdisposingof 
industrialwastes・Somecompaniesinsistedonmakingtheassociation，s
objectmoreclear-cut・Asaresult,ｔｈｅｙestablished“TomakomaiZero
EmissionNetwork，，inordertorealizethezeroemissioｎｉｎｔｈｅｉｒｏｗｎ 
ｃｏｍｐanyrespectivelyaswellastocontributetothecreationofalocal 
soundmaterial-cyclesociety． 
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Althoughthisnetworkhasnothingtｏｄｏｗｉｔｈｔｈｅ“ＥｃｏＴｏｗｎ 
Ｐｒｏｇｒａｍ''oftheJapanesegovernment,thisistheveryreasonwhywe 
payattentiontotheinitiativeoftheprivatecompaniesTheJapanese 
governmenthopesthatthelocalgovernmentsplayacentralroleforthe 
"ＥｃｏＴｏｗｎＰｌａｎｓ，，、Ｂｕｔｉｔｃｏｕｌｄｎｏｔｂepossibletocreatealocalsound
material-cyclesocietywithoutactiveparticipationofcitizensand 
privatecompaniesintheactivitiesofreducing,reusingandrecyclingof 
materials・Ｉｔｍａｙｗｅｌｌｂｅｓｉｇｎｉｆｉｃａｎｔｔｏｅｘａｍｉｎehowsuchavoluntary
collaborationofprivatecompaniescancontributｅｔothepromotionof 
thelocalsocietybothineconomicandenvironmentalsenses・
Ｔｈｅｍｅｍｂｅｒｓｏｆｔｈｅｎｅｔｗｏｒｋｈａｄｍｏｎｔｈlymeetingsin2001and2002， 
andbimonthlymeetingsin2003、Thefrequencyofthemeetingwas
reducedtoonceeverythreemonths・Theymutuallyreportedontheir
ownwasteproblemsanddiscussedtoeachotherhowtoresolvethem・
Theyjointlyvisitedsomecompanieｓｗｈｉｃｈｈａｄｂｅｅｎｉｎａｄｖａｎｃｅｉｎ 
ｔｅｒｍｓｏfenvironmentalactionsandarelocatedoutsideofTomakomai 
tolearnthedevelopedmethodsofwastedisposition 
Stimulatedthroughthesenetworkactivities,allthecompanieshave 
drasticallyreducedthewastetobelandfilled・Theycouldreduce,reuse
andrecyclesolidwastesmoreefficientlythanbeforeAmember 
companyfoundanewrecyclingmethodofsomesortofwastewiththe 
collaborationofanothermember・Ｍｏｓｔｏｆｔｈｅｎｅｔｗｏｒｋｍｅｍｂｅｒｓｄｉｓ‐
poseoffluorescentlampsandbatteriescollectivelytoreducethe 
transactionandtransportationcost、Scaleeconomiesworkforthis
project 
Theleaderofthenetwork,ToyotaMotorHokkaido,Inchadalready 
attainedthezeroemｉｓｓｉｏｎｉｎｔｈｅｓｅｎｓｅｏｆｌｅｓｓｔｈａｎｆｉｖｅpercentof 
landfillwastestoallthewastes，beforetheestablishmentoftｈｅnet‐ 
ｗｏｒｋｉｎ２００ＬＩｔｈａｓｈａｄａｍｕｃｈｈｉｇｈｅｒｌevelofobjectivetohalvethe 
wastestobeincineratedltsuccessfullyattainedthisobjectivein2004 
Therefore，thenetworkactivitieshavebeenverysuccessfulforthe 
managementofeachcompany・Nevertheless，someverydifficult
themesareleftｓｕｃｈａｓrecyclingofaspecificindustrialwastewaterlt 
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maybeimpossibletoresolvetheproblemsonlywithinthenetwork、
Ｉｎｓｐｉｔｅｏｆｓｏｍｅｐｒｏｂｌｅｍｓ,weexpectthatthenetworkactivitieswill 
developtocreatesocialcapitalforthelocalsociety・Butitisstillan
openquestion，becausethefrequencyofthemeetinｇｏｆｔｈｅｍｅｍｂｅｒ 
ｃｏｍｐａｎｉｅｓｈａｓｂｅｅｎｇｒaduallyreduced,ａｎｄｂｅｃａｕｓｅｉｔｉｓｎｏｔｙｅｔｃｌｅａｒ 
ｉｆｔｈｅjointactivitieswillextendtotheotherlocalcompanieSAndwe 
shouldnoticeｔｈａｔｉｔｉｓｉｍｐｏｓｓｉｂｌｅｔｏｒｅｃｙｃｌｅａｌｌthewastewithinthe 
Tomakomaiarea，ａｌｔｈｏｕｇｈｉｎｔｈｉｓａｒｅａｔｈｅｒｅａｒｅａｎｕｍｂｅｒｏｆｃｏｍ‐ 
panieswhichhavefacilitiestorecyclethewastebecauseofthespecific 
historyofthislocality． 
Ｎｏｔｅ 
l）HomepageoftheMinistryofEconomy,TradeandlndustryofJapan・
http://www,meti､gojp/policy/recycle/main/english/3r_policy/ｅｃｏｔｏｗｎｈｔｍｌ 
ｒｅａｄｏｎ３１Ｍａｙ，2005. 
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